
 

 

平成29年度 第２回安平町未来創生委員会 

議    案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日 時   平成29年９月11日（月） 午後６時30分 

場 所   安平町役場 早来庁舎 

平成29年４月に開設した「追分地区児童福祉複合施設」 



【会議レジュメ】 

 

１ 開  会 

 

 

２ 委嘱状交付 

 

 

３ 町長挨拶 

 

 

４ 安平町未来創生委員会委員及び外部有識者のご紹介 

 

 

５ 議事 

 (１)委員長及び副委員長の選出について 
 
   委員長：            副委員長：         
      
   ○安平町未来創生委員会条例 

   （委員長及び副委員長） 

   第４条 委員会に委員長及び副委員長それぞれ１人を置き、委員長は、委員の互選により選出する。 

   ２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

   ３ 副委員長は、委員のうちから委員長が指名する。 

   ４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 

 

 

 （２）安平町未来創生委員会の役割について 

 
 

 （３）安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略の進捗状況等について 

   ①平成２８年度 分野別の重要業績評価指標（KPI） 進捗状況 

   ②地方創生加速化交付金事業の評価・検証について 

   ③地方創生推進交付金事業の評価・検証について 
 

 

６ そ の 他 

 

 

７ 閉  会 

１ 



安平町未来創生委員会委員及び外部有識者 

 

◇安平町未来創生委員会委員（計１４名）                ［敬称略］ 

 分 野 氏 名 等 

雇 用 の

場 づ く

り 

誘致企業団体 安平町誘致企業会事務局長 島 田 裕 之 

金融機関 北海道銀行早来支店長 山 崎   努 

経済団体 安平町商工会長(あびら観光協会長) 小 林 正 道 

新 た な

人 の 流

れ創造 

観光業関係 遊民宿 旅の轍 代表 鈴 木 智 也 

司法書士 添谷司法書士事務所代表 添 谷 信 隆 

道外移住者  田 中   廣 

近隣市町移住者  山 口 徳 幸 

結 婚 ・

出 産 ・

子育て 

子育て世代 小学生の保護者 瀬田川 明 美 

子育て世代 就学前児童・小学生の保護者 岡 﨑 友 和 

子育て世代 中学生・小学生の保護者 城 畑 真理子 

子育て世代 中学生・高校生の保護者 西 島 ゆみ子 

安 全 な

暮 ら し

の創造 

建設業界 安平建設協会会長 西 村 次 郎 

30-40代の男性町民  福 田 紳太朗 

50-60代の女性町民  佐々木 信 子 

 

 

 

◇安平町未来創生委員会 外部有識者                  ［敬称略］ 

 

FPオフィス・スターサポート代表 ファイナンシャル・プランナー   星   洋 子 

札幌市立大学 デザイン学部 講師   片 山 めぐみ 

 

 

２ 



 

◇安平町未来創生委員会 外部有識者 

 

FPオフィス・スターサポート 代表 星 洋子 氏 

 
 自身の子育て不安の解消と家計の見直しをきかっけに資格を取得し、ライフプランを提案するＦ

Ｐとしてセミナー講師、相談業務などを中心に活動。 

 

・平成11年  日本ＦＰ協会 ＡＦＰ 取得 

・平成15年  日本ＦＰ協会 ＣＦＰ® 取得、一級ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ・ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ技能士 取得 

・平成17年  札幌市中小企業アドバイザー登録 

・平成19年～ ＦＰ活動開始「ＦＰオフィス・スターサポート」創業 

・平成19年  日本商工会議所認定 ２級ＤＣプランナー 取得 

・平成26年～ 栗山町くりやまライフサポーター事業応援ＦＰ 

・平成28年～ 日本ＦＰ協会道央支部支部長 

・平成29年８月認定 日本学生支援機構認定 スカラシップアドバイザー 
 

 
 

札幌市立大学 デザイン学部 講師 片山 めぐみ 氏 

 
 環境行動学と建築計画を専門とし、公共空間におけるユーザー参加型デザインやコミュニ

ティデザインを研究、実践。 

 

【研究活動・社会活動】 

・安平町における住民参加による観光まちづくり（安平町/2017年度） 

・平取町地域共生空間「こころの星」における住民参加による空間デザイン（平取町/2017） 

・白老町アイヌ文化を基軸としたインバウンド向け滞在型観光の新規開発事業(白老町/2016) 

・喜茂別町における移住促進プロジェクト（喜茂別町/2013） 

・寿都町におけるｺﾐｭﾆﾃｨﾚｽﾄﾗﾝ「風のごはんや」の提案及びまちづくりへの展開(寿都町/2010～) 

・石狩市空き家等対策協議会副会長（石狩市/2016） 

・札幌市次世代育成支援対策推進協議会委員（札幌市/2012） 

 

 

 

 

３ 



 

【５．議事 （２）安平町未来創生委員会の役割について】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○安平町未来創生委員会条例 

（所掌事務） 
第２条 委員会は、町長の諮問に応じて、次に掲げる事項を調査審議し、答申する。 

(１) 安平町まちづくり基本条例（平成25年安平町条例第32号）第23条に規定する総合計
画（以下「総合計画」という。）の策定に関する事項 

(２) その他町長が特に必要と認める事項 
２ 前項に掲げるもののほか、委員会は、次に掲げる事項に関し、町長に意見を述べること
ができる。 
(１) まち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136号）第10条に規定するまち・ひと・
しごと創生に関する施策についての基本的な計画の策定、見直し及び進行管理に関する
事項 

 (２) 総合計画の見直し及び進行管理に関すること。 
 (３) その他町長が特に必要と認める事項 

     
未来創生委員会は、次の２つの計画の策定・見直し・進行管理となります。 

（１）第２次安平町総合計画（H29～H38までの町の全体計画） 

（２）安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略（H27～H31までの町の人口減少対策） 

 

 

 

［第２次安平町総合計画の構成と期間］ 
 
        H29-H38 

●基本構想（10年間） 

長期的な指針として、当町の将来像や施策の大綱を示すも 

のです。 

 
         H29-H30    H31-H34   H35-H38 

 ●基本計画（前期２年間、中期４年間、後期４年間） 

基本構想を実現するための中期的な指針となるものです。

項目別に現状と課題、施策や事業の方向性などを示し、 

施策の達成度を測るための成果指標を設定します。 

 
●実施計画（３年間とし､毎年度見直し） 

基本計画に基づいた主要事業の具体的内容を集約するものです。 

安平町未来創生委員会 

○未来創生委員会委員 14名以内(非常勤特別職) 

○委員会は、必要があると認めるときは、委員会に委員以外の有識者に出席いただき、その説明及

び意見を求めることとしています。 
 
■任期２年（平成29年６月～平成31年６月） 

基本 
構想 

基本計画 

実施計画 

４ 



 

 

平成２９年度 第２回安平町未来創生委員会 資料 
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① 雇 用 【強みを活かした産業と雇用の場の創出】 

 

（１）企業誘致の促進と町内企業への継続的支援 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

企業からの問い合わせ件数

【まちづくり推進課】 

３件 

（H26年度） 
累計２０件 ５件 

９件 

(累計14件) 

   

工業団地分譲地販売数 

【まちづくり推進課】 
－ 累計 ２件 ０件 ０件 

   

廃止した公共施設等の企業

による利活用数 

【まちづくり推進課】 

０件 

（H26年度） 
累計 ２件 １件 

１件 

(累計２件) 

   

次世代型生産プラント植物

工場の誘致 

【まちづくり推進課】 

－ 累計 １件 ０件 ０件 

   

企業立地促進条例による支

援【まちづくり推進課】 

３件 

（H26年度） 
累計２０件 ４件 

２件 

(累計６件) 

   

 

 

（２）地域資源を活用した地域ブランド化支援と新たな産業創出・起業支援 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

地域ブランド化推進支援事

業による新産品の創出 

【まちづくり推進課】 

２件 

（H26年度） 
累計１５件 １件 

２件 

(累計３件) 

   

農商工連携による６次産業

化関連企業・団体数 

【農林課・まちづくり推進課】 

２件 

（H26年度） 
累計 ４件 

０件 

(累計２件) 

０件 

(累計２件) 

   

起業・創業相談件数 

【まちづくり推進課】 
－ 累計１０件 ３件 

３件 

(累計６件) 

   

新規起業・創業件数（親族

以外の事業継承を含む） 

【まちづくり推進課】 

－ 累計 ５件 ５件 
３件 

(累計８件) 

   

 

 

（３）新規就農者対策 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

体験実習・就農研修生の受

入れ数（組）【農林課】 

１組 

（H26年度） 
累計１０組 ３組５名 

５組７名 

(累計 

８組12名) 

   

認定新規就農者数（組） 

【農林課】 

１組 

（H26年度） 
累計 ８組 ０組 

３組５名 

(累計 

３組５名) 

   

新規就農住宅の設置 

【農林課】 

２軒 

（H26年度） 

３軒 

（H31年度） 
０軒 ０軒 

   

農産品ブランド継承に向け

た地域おこし協力隊の活用

数【農林課】 

－ 累計 ２人 ０人 ０人 

   

農業経営基盤強化促進事業

実施件数【農業委員会・農林

課】 

１件 

（H26年度） 
累計 ８件 ０件 

４件 

(累計４件) 
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（４）商工業継承者対策 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

起業・創業相談件数（再

掲）【まちづくり推進課】 
－ 累計１０件 ３件 

３件 

(累計６件) 

   

新規起業・創業件数（親族

以外の事業継承を含む） 

（再掲）【まちづくり推進課】 

－ 累計 ５件 ５件 
３件 

(累計８件) 

   

地域おこし協力隊制度を活

用した商工業継承候補者の

受入れ【まちづくり推進課】 

－ 累計 ２人 ０人 ０人 

   

 

 

（５）町内企業等による若者雇用の支援等によるＵ・Ｉ・Ｊターンの促進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

町外に居住する町内企業従

業員の移住・定住数 

【まちづくり推進課】 

－ 累計５０人 ０人 ０人 

   

東胆振定住自立圏の連携事

業による居住･就労･生活支

援等に係る情報提供 

【企画財政課・まちづくり推進

課】 

－ 
連携事業 

１事業 

連携事業 

０事業 

連携事業 

０事業 
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② 子育て 【女性が働きながら子育てできる環境の創出】 

 

（１）子育て支援施設の整備促進と充実 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

追分地区子育て関連施設の

集約による一体的支援の展

開【教育委員会】 

保育園・幼稚園な

ど子育て支援関連

施設 

   町内４か所 

旧追分庁舎を改修

し、児童福祉複合

施設として全てを

１か所に集約 

整備中 整備中 

   

追分地区児童福祉複合施設

の設置による放課後児童ク

ラブ登録者定員数の増 

【教育委員会】 

３０人 

(H27年５月) 

４０人 

（H31年度） 
３０人 ３０人 

   

はやきた子ども園の民間に

よる魅力ある運営への移行

に伴う町外幼児の広域入所

数の増【教育委員会】 

２人 

(H27年５月) 

１５人 

（H31年度） 
４人 ３人 

   

保護者・町民と行政等が一

体となった魅力ある園庭・

公園整備の実施数【教育委員

会】 

－ 累計２事業 ０事業 
１事業 

(累計１事業) 

   

 

 

（２）子育て支援サービスの充実 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

追分地区における一時預か

り、休日保育利用者数 

【教育委員会】 

－ 

年間延べ 

150人 

(一時預かり+休

日保育) 

０人 ０人 

   

子育てへの不安・負担を感

じる保護者の割合軽減

（ニーズ調査）【教育委員会】 

４９.3％ 

(H25年度実施) 

３５.0% 

（H31年度） 
― ― 

   

教育委員会・福祉担当課の

団体支援策の実施による子

育てサポーター登録者数の

増【教育委員会】 

１３人 

（H26年度） 

２０人 

（H31年度） 
１６人 １６人 

   

 

 

（３）出産・子育ての経済負担軽減策の拡充 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

特定不妊治療費助成額の拡

大による希望者数の増 

【健康福祉課】 

４人 

（H26年度） 
累計２５人 １０人 

１０人 

(累計20人) 

   

子育て費用負担の軽減を求

める保護者の割合軽減

（ニーズ調査）【教育委員会】 

５８.3％ 

(H25年度実施) 

４５.0% 

（H31年度） 
― ― 
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（４）乳幼児等の健康の確保 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

乳幼児健康診査受診率の向

上（独自実施の５歳児健

診）【健康福祉課】 

８７.3％ 
（H22年度） 

↓ 
９２.3％ 

（H25年度） 

９５.0％以上 

（H31年度） 
９４.9％ ９８.2％ 

   

 

 

（５）小児医療体制の充実 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

町内医療機関における休

日・夜間救急体制の維持

【健康福祉課】 

１か所 

（H26年度） 

1か所 

（H31年度） 
１か所 １か所 
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③ 教 育 【ふるさとを愛し、可能性を引き出すための教育】 

 

（１）学校教育の充実 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

全国学力・学習状況調査

(全科目平均正答率) 

 【教育委員会】 

－ 
全国平均点以

上 

・小学校 

５科目中４

科目で全国平

均正答率以上 

・中学校 

５科目中１

科目で全国平

均正答率以上 

・小学校 

４科目中３

科目で全国平

均正答率以上 

・中学校 

４科目中全

国平均正答率

以上の科目０

科目 

   

コミュニティ・スクール導

入校（認定こども園への導

入を含む。）【教育委員会】 

４校 

（H26年度） 

８校・園 

(H31年度) 
６校 

７校・園 

(６校・１園) 

   

 

 

（２）ふるさと教育・学社融合事業の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 
ふるさと教育・学社融合事

業への地域人材活用数の増 

（参考値：謝礼額）【教育委

員会】 

１９５千円 

（H26年度） 

２２０千円 

（H31年度） 
３８０千円 ５７６千円 

   

「おはよう！プロジェク

ト」の全町立学校への導入

【教育委員会】 

１校 

（H26年度） 

６校 

（H31年度） 
１校 ６校 

   

社会教育活動への参加者数

の増(参考値：チャレンジ塾

参加者数)【教育委員会】 

１１４人 

（H26年度） 

1５０人 

（H31年度） 
１１８人 １１２人 

   

 

 

（３）地域内教育振興対策（道立高等学校振興）の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

追分高等学校からの就職・

進学率の向上【教育委員会】 

 
８７.9％ 

(H26年度末) 

 

＊33人中29人

が進学・就職

（進学9人・

就職20人） 

１００％ 

（H31年度） 

８３.3％ 

 

９２.0％ 

 

   

各種検定料補助による資格

取得者の増【教育委員会】 

５６人 

（H26年度） 

６０人 

(５か年平均) 
２１人 ２５人 

   

 

 

 



6 

 

（４）教育における経済負担軽減策の拡充 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

町独自の奨学金制度による

人材育成数の増（新制度含

む）【健康福祉課・教育委員会】 

１５人 

（H26年度） 
累計７５人 ８人 

７人 

(累計15人) 

   

 

 

（５）地域文化・スポーツ活動等の活性化 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

少年文化・スポーツ団体、

中学部活動における全国大

会出場件数 【教育委員会】 

－ 累計 ２件 
１２件 

 

９件 

(累計21件) 

   

地域スポーツ･健康増進活

動の推進に資する地域おこ

し協力隊の任用 

【企画財政課・教育委員会】 

－ 累計 １人 ０人 ０人 

   

 

 

（６）教育施設整備の促進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

町立学校施設改修実施件数

（老朽対策）（町立学校の

うち５校対象）【教育委員会】 

１校 

（H26年度） 
累計 ４校 

１校 

(累計１校) 

０校 

(累計１校) 

   

学校トイレの洋式化対応

【教育委員会】 
－ 累計 ３校 ０校 

１校 

(累計１校) 
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④ くらし【すべての世代の不安を取り除く良好な生活環境づくり】 

 

（１）移住・定住施策の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

町分譲宅地の販売率の向上 

【まちづくり推進課】 

９０.7％ 

(H26年度末） 
９４.1％ ９０.9％ ９１.7％ 

   

新規住宅建設数の増 

【まちづくり推進課】 

１７戸 

（H26年度） 
累計１００戸 １２戸 

１４戸 

(累計26戸) 

   

町普通財産の売却件数 
【施設課】 

－ 累計１０区画 ０区画 
５区画 
(累計 
５区画) 

   

総合戦略の施策実施による

子育て世帯の転入数 

【企画財政課・まちづくり推進

課】 

－ 

累計８０人 

＊年６世帯を

上乗せ換算 

２世帯５人 

２世帯５人 

(累計 

4世帯10人) 

   

町外に居住する町内企業従
業員の移住・定住数（再
掲） 
【まちづくり推進課】 

－ 累計５０人 ０人 ０人 

   

東胆振定住自立圏の連携事
業による居住・就労・生活
支援等に係る情報提供（再
掲） 
【企画財政課・まちづくり推進
課】 

－ 
連携事業 
 １事業 

連携事業 
０事業 

連携事業 
０事業 

   

     

 

 

（２）生活インフラの整備・長寿命化の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

町道舗装率【建設課】 
６１.6％ 

（H25年度） 

６２.7％ 

（H31年度） 
６２.1％ ６２.9％ 

   

水道普及率の向上【水道課】 
８２.9％ 

（H25年度） 

８８.2％ 

（H31年度） 
８４.2％ ８５.1％ 

   

下水道普及率の向上 

【水道課】 

６６.3％ 

（H25年度） 

７８.0％ 

（H31年度） 
７２.7％ ７３.9％ 

   

橋梁長寿命化修繕率（対象

22橋）【建設課】 

４.5％ 

（H26年度） 

５０.0％ 

（H31年度） 
４.5％ ９.1％ 

   

公共施設等の再編・集約に

よる子育て支援サービス・

行政サービスのワンストッ

プ化事業 

【総務課･教育委員会】 

関係施設５施設 

（H26年度） 

行政機能 
 …１施設 
児童福祉複合施設 
 …１施設 
新設を伴わな
い施設集約 

整備中 整備中 

   

 
 

 

（３）超高齢社会に対応した医療・福祉・介護の充実 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 
町内医療機関における休

日・夜間救急体制の維持 

（再掲） 

【健康福祉課】 

１か所 

（H26年度） 

1か所 

（H31年度） 
１か所 １か所 
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地域見守り活動を行う団体

数の増【健康福祉課】 

１４団体 

（H26年度） 

２０団体 

（H31年度） 
１４団体 １７団体 

   

健康寿命延伸事業の実施に

よる医療費の削減 
【健康福祉課・教育委員会】 

＊介護認定率の低減は数値目標
に掲載 

－ 

対平成26年度 

▲5,065千円 

(H31年度) 

対H26年度 

＋5,137千円 

対H26年度 

▲57,729千円 

   

特別養護老人ホーム待機者

の減【健康福祉課】 

７０人 

（H26年度） 

６人 

（H31年度） 
３８人 ３１人 

   

 

 

（４）シルバー世代が活躍できる生涯現役社会の実現 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 
シルバー世代を含む町民に

よるNPO法人等の設立支援

制度の創設 

【まちづくり推進課】 

－ 
１事業 

（H31年度） 

１事業 

(制度創設) 
― 

   

農村高齢者等を活用した農

産物集出荷組織の設立 

【企画財政課・農林課】 

－ 
１団体 

（H31年度） 
０団体 １団体 

   

 

 

（５）商業の振興 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

商店数の維持 

【まちづくり推進課】 

７３戸 

（H26年度） 

８０戸 

（H31年度） 
７４戸 ７０戸    

年間商品販売額 

【まちづくり推進課】 

約６４億円

（H26年度） 

７０億円 

（H31年度） 
― ―    

拠点施設による民間イベン

ト事業 

【まちづくり推進課】 

１件 累計１０件 

１１件 

(内、街中拠点

活用助成金事業

1件) 

１３件 

(内、街中拠点

活用助成金事

業1件) 

   

 

 

（６）地域公共交通体系の再編 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

デマンドバス登録者数の増

【企画財政課】 

５７９人 

（H26年度） 

７６０人 

（H31年度） 
６１２人 ６５２人 

   

デマンドバス・循環バス年

間利用者数の増 

【企画財政課】 

6,570人 
（H26年度） 

8,400人 
（H31年度） 

6,160人 7,397人 
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（７）再生可能エネルギーの利活用に向けた研究 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

再生可能エネルギーの活用

事例 

【まちづくり推進課】 

 累計 ２件 ０件 
４件 

(累計４件) 

   

次世代型生産プラント植物

工場の誘致（再掲） 

【まちづくり推進課】 

－ 累計 １件 ０件 ０件 

   

 

 

（８）地域コミュニティ活性化の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

まちづくり事業支援交付金
の活用団体の増 
【まちづくり推進課】 

２団体 
（H26年度） 

累計４０団体 １０団体 
１５団体 
(累計 
25団体) 

   

町内各種団体の法人化 
【まちづくり推進課】 

１団体 
（H26年度） 

累計 ３団体 ０団体 ２団体 

   

過疎地域等集落ネットワー
ク圏形成支援事業を活用し

た地域数 
【企画財政課・まちづくり推進
課・農林課】 

－ 累計 １団体 ０件 ０件 

   

地域支援員としての地域お
こし協力隊の活用数 
【企画財政課・まちづくり推進
課】 

－ 累計 １人 ０人 ０人 

   

 

 

（９）防災対策の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

エリア放送網世帯カバー率
の増【総務課】 

９.8％ 
（H26年度） 

９５％以上 
（H31年度） 

４９.5％ ９３.0％ 

   

自主防災組織数の増 
【総務課】 

１０団体 
（H26年度） 

２０団体 
（H31年度） 

１３団体 １７団体 
   

災害時備蓄計画に基づく備
蓄基準達成率の向上（H26年
度⇒H31年度）【総務課】 

①食料78.6％、 

②水79.7％、 

③ストーブ100％ 

④毛布47.6％ 

①食料100％ 

②水100％ 

③ストーブ100% 

④毛布76.2％ 

①100％ 
②100％ 
③100% 
④ 66.7％ 

①100％ 
②100％ 
③100% 
④ 70.5％ 

   

 

 

 



10 

⑤ 回遊･交流【地域の観光資源を活用した回遊･交流の仕組みづくり】 

 

（１）回遊・交流ステーション形成事業の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 
「道の駅」のオープンによ

る来訪客数（H31年度オー

プン予定） 

【企画財政課】 

－ 
３２万人 

（H31年度） 
― ― 

   

サテライト施設・未来に残

したい風景の選定数 

【まちづくり推進課】 

－ 累計１０か所 ０か所 ６か所 

   

域内観光ルートの選定数 

【まちづくり推進課】 
－ 累計 ３本 ２本 

２本 

(累計４本) 

   

外国人ツアー客の受入れ数 

【まちづくり推進課】 

７７人 

（H25年度） 
累計５００人 ０人 ０人 

   

 

 

（２）スポーツ交流の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 
アイスアリーナの通年化事

業による稼動可能日数の増

【教育委員会】 

１７０日 

（H26年度） 

３００日 

（H31年度） 
３１日 ２８５日 

   

合宿所利用者数【教育委員

会】 

2,339人 
（H26年度） 

3,000人 
（H31年度） 

2,298人 2,811人 
   

合宿活動団体数の増 

【教育委員会】 

３５団体 

（H26年度） 

５０団体 

（H31年度） 
６３団体 １１４団体 

   

 

 

（３）グリーンツーリズムの推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 
グリーンツーリズム登録バ

ンクの登録農家数 

【まちづくり推進課】 

－ 
１０戸 

（H31年度） 
０戸 ０戸 

   

農村滞在型余暇活動機能整

備計画の策定による各種規

制緩和の実現 

【まちづくり推進課・農林課・施

設課】 

－ 

旧早来町域の

規制緩和実現 

(H31年度まで) 

未作成 未作成 

   

町内グリーンツーリズム受

託体制（団体）整備 

【まちづくり推進課・農林課】 

－ 
１団体 

（H31年度） 
１団体 ２団体 

   

グリーンツーリズム事業

受入れ数の増 

【まちづくり推進課・農林課】 

２２８人 

(H26年度) 

*東胆振子ど

もＧＴ推進

連合会事業 

５００人 

(H31年度) 

*観光協会主

催事業を含

む 

２８４人 ２８２人 
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（４）合併１０周年を契機とした地域間交流の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

合併10周年記念関連事業参

加者数（H28年度）＊あびら夏！う

まかまつりを除く。【総務課】 

－ 
延べ5,000人 

(H28年度) 
０人 

延べ 

7,677人 

   

あびら夏！うまかまつり入

場者数 

【まちづくり推進課】 

30,000人
（H26年度） 

32,000人 
（H31年度） 

30,000人 20,000人 

   

地域間交流スポーツ大会参

加者数の増 【教育委員会】 

１２０人 

（H26年度） 

２００人 

（H31年度） 
１０８人 １４８人 

   

 

 

（５）広域連携事業の推進 

 【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 
PDCAサイクルに基づく共生
ビジョンの見直し（定住自
立圏構成自治体による共生
ビジョン見直しにおいて
KPI設定） 
【企画財政課】 

－ － 
共生ビジョン

策定 
― 

   

胆振管内市町による東京23

区との連携事業 

【企画財政課・まちづくり推進

課】 

－ 累計 ５事業 ０事業 

２事業 

(累計 

２事業) 
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⑥ 情報発信 【的確な情報提供による町のイメージアップ】 

 

（１）戦略的シティプロモーションの推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

特別住民制度登録者数 

【まちづくり推進課】 

９人 

（H26年度） 
累計５０人 ５０人 

２人 

(累計52人) 

   

ふるさと納税額・返礼品経

費の増 

【総務課】 

 （参考：H27.4月～10月） 

     寄附額 66,310千円 

（H26年度） 

ふるさと納税

額 

24,416千円 

 

返礼品経費概

算額 

7,000千円 

（H31年度） 

ふるさと納税

額 

100,000千円 

 

返礼品経費概

算額 

30,000千円 

ふるさと納

税額 

289,582千円 

 

返礼品等経

費(システム利

用料等含む) 

132,262千円 

 

ふるさと納

税額 

308,478千円 

 

返礼品等経

費(システム利

用料等含む) 

155,846千円 

 

   

フェイスブック「いいね」

の数 【総務課】 

821 
(H27年11月) 

3,000 
（H31年度） 

896 1,120 
   

地域ブランドランキング

【総務課】 
対象外 １００位以内 対象外 対象外 

   

 

 

（２）情報通信技術を活用した情報提供システムの整備 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

エリア放送網世帯カバー率

の増（再掲） 【総務課】 

9.8％ 

（H26年度） 

９５％以上 

（H31年度） 
４９.5% ９３.0% 

   

リニューアル後ＨＰ訪問者

（回） 【総務課】 

1,120,964回

(H26年度) 

２００％増 

（H31年度） 
6,183百回 14,927百回 

   

 

 

（３）職員の意識改革と広報技術力の向上 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

あびらチャンネル動画コン

テンツ作成専門スタッフと

して地域おこし協力隊の活

用数 【総務課】 

－ 
２人 

（H31年度） 
０人 ２人 

   

主体となる広報媒体の変更

による広報紙面の段階的縮

小 【総務課】 

－ ページ数削減 
削減数 

０ページ 

削減数 

０ページ 

   

 

 

 



資料１－２

安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略

平成28年度　進行管理・評価・改善等シート

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｃ（チェック）　評　価

Ｃの検証・評価・反省を踏まえ、KPI

達成に向けて、翌年度以降に反映・

改善を行っていく。

Ａ（アクション）　改　善

安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略

の施策分野である「雇用」「子育て」

「教育」「くらし」「回遊・交流」「情報提

供」の記載内容及び重要行政評価指

標（ＫＰＩ）

Ｐで掲げた施策分野に対応し、実現

するために計上された投資的事業。

＊補正予算で対応した事業並びに経

常的経費及びゼロ予算については、最

終評価の段階で追記する。

Ｄの施策の実施によって得られた成果

を検証し、評価・反省を行う。

＊ＫＰＩ達成度の観点から評価

Ｄ（実行）　施策の実施

平成29年8月　取りまとめ



[H28年度　雇用]1　　

Ａ（アクション）　改善

企業からの問合せ件数 ３件 ５件 ９件 累計20件

工業団地分譲地販売数 ー ０件 ０件 累計２件

廃止した公共施設等の企業によ
る利活用数

０件 １件 １件 累計２件

次世代型生産プラント植物工場
の誘致

ー ０件 ０件 累計１件

企業立地促進条例による支援 ３件 ４件 ２件 累計20件

地域ブランド化推進支援事業に
よる新産品の創出

２件 １件 ２件 累計15件

農商工連携による６次産業化関
連企業・団体数

２件 ０件 ０件 累計４件

起業・創業相談件数 ー ３件 ３件 累計10件

新規起業・創業件数（親族以外
の事業継承を含む）

ー ５件 ３件 累計５件

体験実習・就農研修生の受入れ
数（組）

１組 3組5名 5組7名 累計10組

認定新規就農者数（組） １組 ０組 3組5名 累計８組

新規就農住宅の設置 ２軒 ０軒 ０軒 ３軒

農産品ブランド継承に向けた地
域おこし協力隊の活用数

― ０人 ０人 累計２人

農業経営基盤強化促進事業実
施件数

１件 ０件 ４件 累計８件

【農林課】
・農産品ブランド継承に
向けた地域おこし協力隊
の活用数については、
平成29年度から食農お
こし推進員として２名採
用し、安平クラスタース
テーション推進機構を活
動拠点とした取組みを展
開していく。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　【まちづくり推進課】

・企業からの問合せ件数は、この状況が継続すれば目標値達成は可能の見込。
・工業団地販売件数は、平成２９年度に目標値達成見込みであるが、日ハムキャンペーン中に分
譲地全てを売り切らなければ、次の展開が難しくなる。
・遊休施設の利活用は、目標値を達成したが今後の遊休施設利活用については、施設課と協議
し民間活用する施設を整理する必要がある。
・植物工場は、当初見込んでいた目がなくなったが、木質バイオマスを活用した生産プラントとして
引き続き誘致を検討していく。
・企業立地促進条例による支援は、商流分析結果を基にした誘致を進めるなど、対象を絞った誘
致活動を進めて企業の投資を引き出していく。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　【まちづくり推進課】

・新産品の創出や既存商品の付加価値向上については、ブランド化支援事業の活用により、若干
件数が少ないものの、概ね順調に進んでいる。

・農商工連携による６次産業化は、基準値にある既存団体の取組みは継続されているが、新たな
取組みまでは至っていないのが現状。農商工連携・６次産業化に向けて、地場農産品などを加
工・開発・商品化できる人材や事業所の誘致、起業創業を促す取組みが不足している。
　
・平成２８年１２月に「創業支援事業計画」を策定、また、平成２８年度から創業者等支援事業補助
金制度を創設したが、廃業店舗の多くは住居兼店舗物件で人がまだ居住しているという課題も
あって、利用実績がなく、空き店舗対策や創業支援にはつながっていない。
　どのように起業創業を促していくか、外からの起業希望者をいかに呼び込むかが不足しており
課題。

・新規起業・創業件数について、平成２８年度実績３件のうち、親族以外の事業継承１件を実現

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　【農林課・農業委員会】

・体験実習生の受入については、受入農家の体制が整っていないため、希望者からの申込みを
受け、都度受入農家を探すといった場当たり的な運用となっており、持続的かつ安定的な受入体
制には至っていない。
・就農研修生については、アサヒメロン組合、有機農業推進協議会が受入体制を整え、主体的な
取り組みを行っているものの、受入指導農家は限定的であり、これら指導農家（家族含む）に係る
受入負担が大きくなっており、負担軽減・継続性の観点から課題が発生している。
・就農研修生の受入指導農家が追分地区に３人おり、３組の家族を受入できる状況にあるが、追
分地区の新規就農住宅は現在１戸のため、追分地区で就農住宅を１戸を追加したい。

○地域ブランド化推進
支援事業による新産品
の創出　累計　15件

○農商工連携による６
次産業化関連企業・団
体数　累計　４件

○起業・創業相談件数
累計　10件

○新規起業・創業件数
（親族以外の事業継承
を含む）　累計　５件

地域産業及び地域経済の活性化など
を目的とし、北町工業団地の減額譲渡
による特別販売を行い、企業立地及び
企業誘致を行う。

特別販売業務

廃止した公共施設の活用によ
る企業誘致の取組み

施設
・まち
推進

閉校となった旧富岡小学校等の利活
用を目指し、民間企業による活用、誘
致を行う。

安平町地域ブランド化推進支
援事業
（加速化交付金事業）

まち
推進

新ブランドの確立を目指し、新たな特
産品の開発や既存商品の付加価値向
上の取組を支援する。

支援補助金

創業者等支援事業
まち
推進

まち
推進

まち中で開業する創業者と事業を継承
する地域おこし協力隊を支援する。ま
た、創業時における空き店舗の活用を
支援する。　（Ｈ２８年度事業開始）

創業者支援事業補助金制
度（空き店舗賃料及び空き
店舗改修助成）

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

○企業からの問い合わ
せ件数　累計　20件

○工業団地分譲地販売
数　累計　２件

○廃止した公共施設等
の企業による利活用数
累計　２件

○次世代型生産プラン
ト植物工場の誘致　累
計　１件

○企業立地促進条例に
よる支援　累計　20件

企業誘致ＰＲ事業
（加速化交付金事業）

まち
推進

まち
推進

商流分析を行い、地元企業と取引のあ
る企業に対しダイレクトメールを送付す
るとともに、引き続きメディアを使ったPR
を行い企業誘致する。

・商流分析（４社）
・誘致企業PR業務

北町工業団地特別販売キャン
ペーン

まち
推進

まち
推進

施設
・まち
推進

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

担
当
課

グ
ル
｜
プ

具体内容　[雇用] 関係事業名掲載した主な事業例

○首都圏企業等への企業誘致ＰＲ・
分譲地キャンペーン事業

○廃止した公共施設等を利活用し
た企業誘致の推進

○次世代型生産プラントによる植物
工場誘致（再生可能エネルギー活
用）

○企業立地促進条例に基づく支援

○地域ブランド化事業（新産品創出
事業）活動への支援

○農商工連携による６次産業化の
促進

○創業支援事業計画に基づく起
業・創業支援（初期投資軽減、起
業・創業セミナーなど）

○東胆振定住自立圏の連携事業に
よる地場産品の販路拡大とブランド
力の創出と情報発信

（３）新規就農者対策

・多様な作物が生産される町の主要産業である農業の

後継者等育成を図るため、新規就農相談から移住、就

農研修、就農に至るまでを、地域や民間団体との連携

により総合的に支援します。

・特にアサヒメロン、肉用牛など市場評価が高い農産物

の生産者の高齢化と後継者不足が深刻であるため、こ

れらのブランド継承対策を推進します。

・農地中間保有等による担い手への農地集約化、農地

優良化に取り組む農業者への支援など、担い手農業者

への円滑な農地流動化と優良農地の確保を推進しま

す。

（１）企業誘致の促進と町内企業への継続的支援

・災害時リスク分散を検討するＩＴ系事業者など、道内

外の企業に対して当町の地理的優位性や安価な分譲

地などをＰＲし、企業誘致の促進を図ります。

・長い日照時間と少雪など恵まれた立地条件を活かした

次世代型生産プラントによる植物工場の誘致に取り組

みます。

・町内企業の工場増設、設備更新等に対する助成制

度や、町誘致企業会の各種活動への協力など、立地企

業の持続的な経営を支援します。

・地理的優位性に着目したベンチャー企業や投資家など

からの様々な相談や問い合わせがある現状にあることか

ら、将来的な地域雇用や活性化の可能性を追求し、具

体的な提案の実現に向けた行政支援を行います。

（２）地域資源を活用した地域ブランド化支援と新たな
産業創出・起業支援

・地域資源を活かした新商品の開発や商品化、宣伝普

及活動等を行う企業等への支援を通じ、地場産品の付

加価値の向上（ブランド化）に取り組みます。

・ふるさと納税制度における返礼品としての地域特産品

の活用や「道の駅」に併設する物産販売所・農産物直

売所の設置など、販路拡大を契機として、農商工連携

の６次産業化に向けた取組みを支援します。

・新たな産業創出や起業に関する相談が、あと一歩で実

現に至らない現状にあることを踏まえ、産業競争力強化

法に基づく「創業支援事業計画」を策定し、町・商工

会・金融機関など、関係機関と一体となった起業・創業

支援を行います。

・購買力調査やニーズ調査を行い、チャレンジショップ制

度など起業に向けたきっかけづくりを通じて、増加する空き

店舗対策に取り組みます。

・東胆振定住自立圏の連携事業として、構成市町のそ

れぞれの地場産品の圏域外への販路拡大と地域全体

のブランド力の創出と情報発信に取り組みます。

○新規就農対策事業（定住促進条
例に基づく支援、青年給付金、新規
就農研修制度等）

○空き家等を活用した新規就農住
宅の充実

○地域おこし協力隊制度を活用し
た主要農産品のブランド継承者の
確保

○担い手への農地の集積と集約化
による農業経営の規模拡大、新規
参入促進

①　雇　用

関連基本目標
 ➌強みを活かした産業と雇用の場づくりのために

 ➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために

　方向性：強みを活かした産業と雇用の場の創出

○体験実習・就農研修
生の受入れ数（組）　累
計　10組

○認定新規就農者数
（組）　累計　８組

○新規就農住宅の設置
３軒（H31年度）

○農産品ブランド継承
に向けた地域おこし協
力隊の活用数　累計　２
人

○農業経営基盤強化促
進事業実施件数　累計
８件

まち
推進

次年度以降に向けた
改善点

事業内容
（H28年度分）

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度
ＫＰＩ

目標値
全体概要

【まちづくり推進課】
・新産品の創出や既存商
品の付加価値向上につい
ては、平成31年春オープン
「道の駅」での充実した商
品揃えを見据えて、ブランド
化推進支援事業の活用を
積極的に呼びかけていく。

・農商工連携による６次産
業化の推進に向け、町内
へ進出している農業関連企
業への働きかけや、地域お
こし隊の活用を進める。

・制度活用を促すため、創
業者等支援事業補助金の
交付要綱の改正を検討
中。(平成２９年度中）

・起業創業については、起
業創業を希望する外から
の人を呼び込むための取り
組みを進めていく。

・起業塾及びなんでも創業
相談会などの開催により効
果的な創業支援を検討して
いく。

【まちづくり推進課】
・工業団地の販売につい
ては、日ハムキャンペー
ン後の分譲地販売の展
開を整理する。

・民間活用を期待する遊
休施設をリスト化する。

・木質バイオマス事業者
への情報提供
・業種を絞った効果的な
誘致方法の検討

青年就農給付金事業 農林
農政
畜産

新規就農者への給付金事業 新規就農者への給付金

新規就農対策事業
（加速化交付金）

農林
農政
畜産

農業経営基盤強化促進事業
農業
委員
会

農地

受入れ団体への補助金
従来の新規就農対策を深化させ、新た
な官民一体組織体制を構築し、新規就
農者確保に向けた支援を行うもの。



[H28年度　雇用]2　　

Ａ（アクション）　改善Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

担
当
課

グ
ル
｜
プ

具体内容　[雇用] 関係事業名掲載した主な事業例
次年度以降に向けた

改善点
事業内容

（H28年度分）
項目 基準値

H27年
度

H28年
度

H29年
度

H30年
度

H31年
度

ＫＰＩ
目標値

全体概要

起業・創業相談件数（再掲） ― ３件 ３件 累計10件

新規起業・創業件数（親族以外
の事業継承を含む）　（再掲）

― ５件 ３件 累計５件

地域おこし協力隊制度を活用し
た商工業継承候補者の受入れ

― ０人 ０人 累計２人

町外に居住する町内企業従業員
の移住・定住数

― ０人 ０人
累計
50人

東胆振定住自立圏の連携事業
による居住・就労・生活支援等に
係る情報提供

―
連携事業

　０事業
連携事業

　０事業
連携事業

　１事業

【まちづくり推進課】
・制度活用を促すため、
創業者等支援事業補助
金の交付要綱の改正を
検討中。(平成２９年度
中）

・起業創業については、
起業創業を希望する外
からの人を呼び込むた
めの取り組みを進めて
いく。

・起業塾及びなんでも創
業相談会などの開催に
より効果的な創業支援を
検討していく。

（再掲）　・平成２８年１２月に「創業支援事業計画」を策定、また、平成２８年度から創業者等支援
事業補助金制度を創設したが、廃業店舗の多くは住居兼店舗物件で人がまだ居住しているという
課題もあって、利用実績がなく、空き店舗対策や創業支援にはつながっていない。
　どのように起業創業を促していくか、外からの起業希望者をいかに呼び込むかが不足しており
課題。
（再掲）　・新規起業・創業件数について、平成２８年度実績３件のうち、親族以外の事業継承１件
を実現

・地域おこし協力隊を活用した商工業継承候補者の受入れについては、商工会とも連携しながら
継承希望店舗の聞き取りをしているが、実際に既存の事業主が親族以外の人に店舗や事業を譲
り渡すことが出来るか、また継承を望まない事業者も多く、それらが課題となっており、現状では
地域おこし協力隊による受入れまでには至っていない。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　【まちづくり推進課】

北海道厚真町・安平町移住・定
住推進政策連携事業～地域特
性を融合した多様な「はたらき
方」と「田舎暮らし」のプロ
デュース～

（加速化交付金対象事業）

まち
推進

まち
推進

20～39歳の年代層を主なターゲット
に、｢しごと｣と｢住まい｣の両面からの施
策に取組み､人口構成比率の改善に
チャレンジするとともに、併せてこれま
で知名度の低い両町が単独で行って
きた移住・定住に関する取組みを､歴史
的・文化的に結びつきの強い複数の自
治体が一体となって展開するビジョンを
描き、これを実現するためのファースト
ステップとして厚真町と安平町が先駆
的に次の連携事業を展開する。

安平町が実施する、商流分
析（４社）、誘致企業PR業
務、統合型GISを活用した空
き家データベースの整備、
移住体験ツアーの実施、首
都圏イベント（暮らしフェア）
参加事業、広告宣伝事業、
ホームページ改修事業

【まちづくり推進課】
・町外に居住する町内企
業従業員の移住につい
ては、企業と対象従業員
へのアンケートを行いな
がら、制度創設に向けて
進めていく。

【まちづくり推進課・企画
財政課】
・定住自立圏構成市町と
ともに、就労相談などの
情報提供を行えるよう協
議を進める。（苫東協議
会などによる就労セミ
ナー相談などの連携も
視野に、就労情報の提
供に取組む。）

まち中で開業する創業者と事業を継承
する地域おこし協力隊を支援する。ま
た、創業時における空き店舗の活用を
支援する。

創業者支援事業補助金制
度（空き店舗賃料及び空き
店舗改修助成）

創業支援事業計画の策定
まち
推進

まち
推進

商業の活性化と創業起業を促すため、
産業競争力強化法に基づく創業支援
事業計画を策定するもの。

計画の策定

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点

【まちづくり推進課】
・当町の人口確保対策のターゲット層である「町外に居住する町内企業従業員」に対して、移住を
促す効果的な制度の創設までには至っていないのが現状。
　移住を促すにあたり、ターゲット層に何が求められているのかの実態調査や分析を行えていな
い。

【まちづくり推進課・企画財政課】
・東胆振定住自立圏の連携事業による情報提供については、各市町単独での取組みになりがち
で、定住自立圏としては未協議となっているが、ファーストステップとして厚真町と実施した加速化
交付金事業は次の連携事業につながるものと考えている。
　特に、民間事業者との連携を可能にした不動産情報の提供体制の構築は、今後の移住定住の
展開に期待できるものとなっている。賃貸物件や空き家などの登録物件数を増やすことが課題。

○町外に居住する町内
企業従業員の移住・定
住数　累計　50人

○東胆振定住自立圏の
連携事業による居住･就
労･生活支援等に係る
情報提供　連携事業　１
事業

○若者雇用促進事業（地元企業の
若者雇用促進と若者定住促進を
セットで支援）

○東胆振定住自立圏の連携事業に
よる居住･就労･生活支援等に係る
情報提供

（４）商工業継承者対策

・町内各市街地における商業主の高齢化、後継者不

足、売り上げの減少による閉店廃業の増加が課題であ

ることから、後継者不在の個店等を対象とした公募によ

る事業継承者確保対策を支援します。

（５）町内企業等への支援による若者雇用、Ｕ・Ｉ・Ｊ
ターンの促進

・社会減少の主要因である20代の若者の転出超過に

歯止めをかけるとともに、町外から町内へ通勤する同年

代層の転入促進を図るため、町内企業に就業する若者

と雇用企業の双方に対する連動支援策を創設します。

・「いつかは生まれ故郷に帰りたい」というＵ・Ｊターン希

望者へは雇用情報と居住情報の提供が不可欠であるこ

とから、東胆振定住自立圏の連携事業として居住・就

労・生活支援等の情報提供に取り組みます。

○創業支援事業計画に基づく起
業・創業支援（初期投資軽減、起
業・創業セミナーなど）（再掲）

○地域おこし協力隊制度を活用し
た商工業事業継承者の確保

○定住促進条例に基づく新規商工
業後継者奨励事業

○起業・創業相談件数
（再掲）　累計　10件

○新規起業・創業件数
（親族以外の事業継承
を含む）（再掲）　累計
５件

○地域おこし協力隊制
度を活用した商工業継
承候補者の受入れ　累
計　２人

創業者等支援事業（再掲）
まち
推進

まち
推進



[H28年度　子育て]1　　

Ａ（アクション）　改善

追分地区子育て関連施設の集
約による一体的支援の展開

整備中 整備中

児童福祉
複合施設
として１箇
所に集約

追分地区児童福祉複合施設の
設置による放課後児童クラブ登
録者定員数の増

30人 30人 30人 40人

はやきたこども園の民間による魅
力ある運営への移行に伴う町外
幼児の広域入所数の増

２人 ４人 3人 15人

保護者・町民と行政等が一体と
なった魅力ある園庭・公園整備
の実施数

― ０事業 １事業
累計
２事業

障がい児特別保育事業 教委
子育
て支
援

はやきた認定子ども園に通園するしょ
うがい児の保育に要する経費を運営
団体に補助する。

特別支援教育推進補助

追分地区認定子ども園整備事
業

教委
子育
て支
援

旧追分庁舎を活用し、町内に点在す
る幼稚園、保育園、季節保育園と児
童館、放課後児童クラブ、子育て支
援センターを統合した「追分地区児
童福祉複合施設」を整備する。

追分庁舎改修工事、車庫等改修
工事、外構整備費

追分地区認定子ども園備品整
備事業
（加速化交付金事業）

教委
子育
て支
援

追分地区児童福祉複合施設で必要
となる備品を整備する。

・初期備品購入
・通園バス購入

追分地区における一時預かり、
休日保育利用者数

― ０人 ０人
年間延
べ150人

子育てへの不安・負担を感じる
保護者の割合軽減（ニーズ調
査）

49.3% ― ― 35.0%

教育委員会・福祉担当課の団体
支援策の実施による子育てサ
ポーター登録者数の増

13人 16人 16人 20人

特定不妊治療費助成額の拡大
による希望者数の増

４人 10人 10人
累計
25人

子育て費用負担の軽減を求める
保護者の割合軽減（ニーズ調
査）

58.3% ― ― 45.0%

教委
子育
て支
援

国が定めた基準額の1/2を町で独自
に負担し保護者の負担を軽減してい
る

同左

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　　【健康福祉課】

・特定不妊治療費助成事業による平成28年度の助成実績は10件となっており、順調に進んでい
る。

・インフルエンザ予防接種助成事業については、高齢者のインフルエンザ予防接種料金の助成額
を拡大し、1,315人の接種（前年度比90人増）となった。平成28年度の65歳以上の高齢者人口は
2,909人であり、接種率は45.2％。
　平成28年度新規事業の中学生以下を対象としたインフルエンザ予防接種料金助成事業は、320
人（延べ接種回数786回）となっており、0～15歳人口959人に対し、接種率は33.4％。
　今後も継続して制度周知・広報を行い、接種率の向上を図っていく。

【健康福祉課】
・新たに不育症治療費助
成を拡大し、更なる利用
者拡大を図る。

特定不妊治療費助成事業
健康
福祉

健康
推進

出産年齢の高齢化に対応し、不妊治
療費の軽減を目的とした助成費の拡
大事業（現行の特定不妊治療費助成
事業の助成額拡大）

現在の支給実績から助成上限１５
０，０００円としているものを最大自
己負担額を３００，０００円とするも
の　＊右の経費は今回拡大分

インフルエンザ予防接種助成
事業

健康
福祉

健康
推進

インフルエンザの感染と蔓延を予防
する目的の予防接種料金助成
・０歳～中学生までの助成は、平成２
８年度から開始

①【拡大】高齢者の予防接種費用
助成額拡大
②【新規】感染症予防のため、0歳
から中学生までのインフルエンザ
予防接種料金の助成

医療費無料化拡大事業
健康
福祉

健康
推進

平成26年8月1日より「小中学生の医
療費助成（無料化）」を独自に実施。
・平成28年度から高校生へ対象拡大

保育料の負担軽減事業

追分地区認定子ども園整備事
業（再掲）

教委
子育
て支
援

旧追分庁舎を活用し、町内に点在す
る幼稚園、保育園、季節保育園と児
童館、放課後児童クラブ、子育て支
援センターを統合した「追分地区児
童福祉複合施設」を整備する。

追分庁舎改修工事、車庫等改修
工事、外構整備費

はやきた子ども園民営化運営
費等補助事業

教委
子育
て支
援

はやきた子ども園民営化に伴い施設
型給付費で賄えない経費や公設時
における保護者負担軽減分に係る費
用について交付要綱を定め補助を行
う。

派遣保育教諭人件費、子育て支
援事業

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

次年度以降に向けた
改善点

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度

②　子育て

関連基本目標
 ➊子どもを産み育てる環境整備のために

 ➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために

　方向性：女性が働きながら子育てできる環境の創出

具体内容　[子育て] 関係事業名掲載した主な事業例
担
当
課

グ
ル
｜
プ

全体概要
事業内容

（H28年度分）
ＫＰＩ

（重要業績評価指標）

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

○追分地区子育て関連
施設の集約による一体
的支援の展開　旧追分
庁舎を改修し、児童福
祉複合施設として全て
を１か所に集約

○追分地区児童福祉複
合施設の設置による放
課後児童クラブ登録者
定員数の増　40人（H31
年度）

○はやきた子ども園の
民間による魅力ある運
営への移行に伴う町外
幼児の広域入所数の増
15人（H31年度）

○保護者・町民と行政
等が一体となった魅力
ある園庭・公園整備の
実施数　累計　２事業

○追分地区における一
時預かり、休日保育利
用者数　年間延べ　150
人(一時預かり+休日保
育)

○子育てへの不安・負
担を感じる保護者の割
合軽減（ニーズ調査）
35.0%（H31年度）

○教育委員会・福祉担
当課の団体支援策の実
施による子育てサポー
ター登録者数の増　20
人（H31年度）

○特定不妊治療費助成
額の拡大による希望者
数の増　累計　25人

○子育て費用負担の軽
減を求める保護者の割
合軽減(ニーズ調査)
45.0%（H31年度）

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　【教育委員会】

・追分地区子育て関連施設の集約は、平成29年6月末で完了。

・放課後児童クラブの登録者定員数は、子育て関連施設の整備後、40人になる見込み。

・広域入所については平成29年度中に増加の見通し。

・おいわけ子ども園の園庭整備は平成２９年度から実施中。

（１）子育て支援施設の整備促進と充実

・分散する追分地区の幼児保育・教育施設等を既存

公共施設の再配置・利活用により統合し、認定こども

園、放課後児童クラブ、子育て支援センターを併設した

「児童福祉複合施設」を整備します。

・質の高い特色ある保育・教育サービスの提供と住民

ニーズへの迅速な対応を目指し、はやきた子ども園を公

私連携幼保連携型認定こども園へ移行するとともに、学

校運営協議会（コミュニティ・スクール）を設置します。

・発達段階に応じて遊びながら体力や想像力等が備わ

る「遊びを通じた教育」を実現するため、ふるさとの匂いを

感じ、子どもが安心・安全に伸び伸びと遊ぶことのできる

公園・園庭、遊び場確保を、地域住民・保護者との協

働、既存施設の有効活用などを通じて整備します。

（２）子育て支援サービスの充実

・追分地区児童福祉複合施設の整備による施設の充

実に伴い、未実施であった３歳児教育、延長保育、一

時預かり保育など、子育て世代からのニーズの高いサービ

スを開始し、早来地区との保育サービスの均衡化を図り

ます。

・町民有志で結成され、運営する子育てサポーターによ

る「行政サービスのすきま」を補う活動に対する支援ととも

に、子育てが一段落した女性やシニア世代を活用した更

なるサービス拡充へとつなげるなど、子育て世代の働きや

すい環境の醸成に取り組みます。

（３）結婚・出産・子育ての経済負担軽減策の拡充

・女性の晩婚化対策とともに、出産年齢の高齢化に伴う

不妊治療ニーズが増加している現状にあることから、高額

な医療費がかかる特定不妊治療への経済的支援を行

います。

・子どもの医療費や保育料等の軽減を図り、子育て世

代の経済的負担を軽減し、安心して子育てができる環

境の整備により出生率の向上を図ります。

○追分庁舎改修による「児童福
祉複合施設」の整備（小さな拠
点事業）

○はやきた子ども園の「公私連
携幼保連携型認定こども園」へ
の移行による特色ある保育・教
育の実施

○遊びを通じた教育を実現する
施設整備（はやきた子ども園）

○追分地区における３歳児教
育、一時預かり、休日保育の実
施

○保育時間や休日保育など、地
域子ども子育て支援事業の更な
る充実

○子育てサポーター（子育てサ
ポーターの会「ありす」）に対する
運営支援

○特定不妊治療に係る独自助
成の拡大

○０歳～中学３年生までのインフ
ルエンザ予防接種料独自助成
の実施

○子ども医療費無料化の独自拡
充（18歳まで入院・通院を無料
化）
＊道の助成対象は、就学前児
童は入院・通院、小学生は入院
のみ対象(３歳児以上は所得に
より自己負担あり)

○保育料の軽減措置の実施（現
行は独自に国基準の1/2。更な
る軽減を検討）

はやきた子ども園運営経費負
担事業

教委
子育
て支
援

はやきた子ども園民営化に伴い、町
が負担すべき民間団体に支出するべ
き義務的経費

施設型給付費、施設管理経費町
負担分、通園バス経費など

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　　【教育委員会】

・おいわけ子ども園の一時預かりは、平成２９年度から実施。



[H28年度　子育て]2　　

Ａ（アクション）　改善Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

次年度以降に向けた
改善点

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度
具体内容　[子育て] 関係事業名掲載した主な事業例

担
当
課

グ
ル
｜
プ

全体概要
事業内容

（H28年度分）
ＫＰＩ

（重要業績評価指標）

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

乳幼児健康診査受診率の向上
（独自実施の５歳児健診）

87.3％
↓
92.3％

94.9% 98.2%
95.0％
以上

町内医療機関における休日・夜
間救急体制の維持

1か所 １か所 １か所 １か所

・町内医療機関１か所（追分菊池病院）の休日・夜間医療体制の確保を実施。今後も医療機関の
体制維持のため助成継続。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　　【健康福祉課】

新規看護師雇用助成事業
健康
福祉

健康
推進

看護師確保に係る医療体制確保を
目的とした助成

町内の医療機関に対する看護師
確保について、奨学金返済中の
者の費用に対する助成

専門医確保助成事業
健康
福祉

健康
推進

町内の医療機関に対するかかりつけ
医の普及及び定着のための医師確
保に関する助成

勤務医確保に対する医療機関へ
の助成

地域医療連携支援事業
健康
福祉

健康
推進

町内医療機関に対する眼科医師及
び技師・看護師及び検査設備費用の
助成

追分菊池病院の眼科開設に伴う
診療体制確保及び開設経費助成

・独自実施の５歳児健診は目標値（９５．０％以上）の受診率を達成。未受診者についても保健師
の個別訪問などにより対応を実施しており、今後も現在の健診体制を維持する。

・（再掲）
インフルエンザ予防接種助成事業については、高齢者のインフルエンザ予防接種料金の助成額
を拡大し、1,315人の接種（前年度比90人増）となった。平成28年度の65歳以上の高齢者人口は
2,909人であり、接種率は45.2％。
　平成28年度新規事業の中学生以下を対象としたインフルエンザ予防接種料金助成事業は、320
人（延べ接種回数786回）となっており、0～15歳人口959人に対し、接種率は33.4％。
　今後も継続して制度周知・広報を行い、接種率の向上を図っていく。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　　【健康福祉課】

休日夜間地域医療体制確保助
成事業

健康
福祉

健康
推進

町内の医療機関に対する休日・夜間
の診療体制確保に関する助成

医師派遣費用助成

上記のほか、保健師訪問、乳
幼児健康診査は通常業務とし
て実施

インフルエンザ予防接種助成
事業（再掲）

健康
福祉

健康
推進

インフルエンザの感染と蔓延を予防
する目的の予防接種料金助成
・０歳～中学生までの助成は、平成２
８年度から開始

①【拡大】高齢者の予防接種費用
助成額拡大
②【新規】感染症予防のため、0歳
から中学生までのインフルエンザ
予防接種料金の助成

○乳幼児健康診査受診
率の向上（独自実施の５
歳児健診）　95.0％以上
（H31年度）

○町内医療機関におけ
る休日・夜間救急体制
の維持　１か所（H31年
度）

（４）乳幼児等の健康の確保

・子育て世代が安全・安心に出産し、ゆとりをもって健や

かに子どもを育てるため、乳幼児期における健康診査や

保健指導を充実させるなど、乳幼児の健康の確保に努

め、子どもが健やかに育つ環境の整備に取り組みます。

（５）小児医療体制の充実

・町内の医療機関の維持と体制確保を図るとともに､東

胆振定住自立圏の連携事業として苫小牧医師会の協

力のもと､小児科医の確保､二次救急医療体制､休日

夜間小児救急医療体制など､医療機能の充実に向け

構成市町全体で取り組みます。

○地域医療体制確保事業（休日
夜間体制、専門医・看護師確
保）

○東胆振定住自立圏の連携事
業による広域医療体制の充実

○保健師による新生児・乳幼児
訪問

○乳幼児健康診査の充実（独自
実施の５歳児健診の継続）

○０歳～中学３年生までのインフ
ルエンザ予防接種料に対する独
自助成の実施など、法定・任意
予防接種率の向上に資する病
気予防策の実施（一部再掲）



[H28年度　教育]1　　

Ａ（アクション）　改善

コミュニティ・スクール導入校（認
定こども園への導入を含む）

４校 ６校 ７校・園 ８校・園

ふるさと教育・学社融合事業への地
域人材活用数の増（参考値：謝礼
額）

195
千円

380
千円

576
千円

220
千円

おはようプロジエクトの全町立学校
への導入

１校 １校 ６校 ６校

社会教育活動への参加者数の増
（参考値：チャレンジ塾参加者数）

114人 118人 112人 150人

追分高等学校からの就職・進学
率の向上

87.9% 83.3% 92.0% 100%

各種検定料補助による資格取得
者の増

56人 21人 25人 60人

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

子どもチャレンジ塾 教委
社会
教育

学
教・
社教

次年度以降に向けた
改善点

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

○全国学力・学習状況
調査(全科目平均正答
率)　全国平均点以上

○コミュニティ・スクール
導入校（認定こども園へ
の導入を含む。）　８校・
園（H31年度）

○ふるさと教育・学社融
合事業への地域人材活
用数の増
　（参考値：謝礼額）
220千円（H31年度）

○「おはよう！プロジェ
クト」の全町立学校への
導入　６校（H31年度）

○社会教育活動への参
加者数の増（参考値：
チャレンジ塾参加者数）
150人（H31年度）

○追分高等学校からの
就職・進学率の向上
100％（H31年度）

○各種検定料補助によ
る資格取得者の増　60
人（５か年平均）

項目 基準値
H27年

度
H28年

度

学校図書館整備事業 教委
社会
教育

H29年
度

H30年
度

H31年
度

地域の人材、自然等生かした体験活
動を行い、子どもたちの豊かな心を育
むとともに、健やかな身体を育む

・あびらっ子屋内運動会
・アイスゲット

③　教　育

関連基本目標
 ➊子どもを産み育てる環境整備のために

 ➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために

具体内容　[教育] 関係事業名

　方向性：ふるさとを愛し、可能性を引き出すための教育

掲載した主な事業例
担
当
課

グ
ル
｜
プ

全体概要
事業内容

（H28年度分）

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

学校教諭と社会教育担当者が狙いを持
ち寄り、協働して授業づくりに力を注ぐと
ともに、ふるさとを愛する心を育むふるさと
教育を推進する。

・ふるさと教育
・異世代交流
・食育
・環境教育など

子どもの居場所づくり事業、ふ
るさと教育・学社融合事業

○グローバル化に対応した英語
教育の充実（外国語指導助手
（ＡＬＴ）の配置、小中学校教員
相互乗り入れ）

○読解力を磨く読書推進に向け
た公民館図書室と学校図書室の
蔵書共有・ネットワーク化事業

○臨時教職員の独自加配による
複数教員体制の実現（特別支援
対応）

○各学校の授業への地域の人
材・活動の活用

○子どもの居場所づくり事業、ふ
るさと教育・学社融合事業（おは
よう！プロジェクト、チャレンジ
塾、サバイバルキャンプほか）

○経済的な理由から子どもを塾
に通わせることができない家庭
の援助策である「子ども寺子屋」
や「子ども朝活事業」の継続

○誘致企業会と連携した町内雇
用体制の確立

○高い就職率と道内私立大学
の指定校推薦枠のＰＲによる生
徒確保

○存続支援協議会が行う各種事
業への支援

○全国の先進例を参考とした地
域活性化に資する幼保・小・中・
高の連携による特色ある教育、
魅力あるカリキュラムの実践に向
けた高等学校・道教委との協議

（１）学校教育の充実

・子どもの可能性を引き出し才能や個性を伸ばす教育

活動の実現が子育て世代の移住・定住促進に繋がると

いう基本的考え方に基づき、落ち着いた学習環境の整

備による学力や運動能力の向上に取り組みます。

・保小中高の一体的教育に資するよう、幼児、児童、生

徒間及び教師間の相互交流を深めるとともに、学校運

営協議会（コミュニティ・スクール）を全ての町立学校に

設置し、地域と学校・行政全体で子ども達の豊かな成

長を支える体制を強化します。

（２）ふるさと教育・学社融合事業の推進

・学校教育・社会教育の活動が、誰もが抱く「ふるさとを

誇りに思い、ふるさとを愛する心」を育み、若者の地域定

着と将来的なＵターンに繋がることから、学校教育と社

会教育が一体となった「ふるさと教育・学社融合事業」の

実施による将来のまちづくりの担い手人材育成に取り組

みます。

（３）地域内教育振興対策（道立高等学校振興）の推
進

・ふるさと教育により地域で育った子どもが、町内唯一の

追分高等学校を卒業した後、町内企業に雇用される理

想的な循環構造を目指し、誘致企業会、商工会と存

続支援協議会の連携による地域定着・人口流出の食

い止めに取り組みます。

・地域内の高等学校の存在が子育て世代の移住・定住

先の選択要因の一つとなることから、学校存続に向け、

道内私立大学の指定校推薦枠や高い地域内就職率

を特色としてＰＲし、入学希望者の確保に取り組みま

す。

・これらとともに、全国の過疎地域に所在する公立高等

学校では、特色ある教育、魅力あるカリキュラムの実践に

より入学者数を確保し、地域へ優秀な人材を輩出して

いる先進例が多数あることから、公立全日制普通校とい

う既成概念にとらわれない独自性ある教育活動の実現

に向け関係機関とともに取り組みます。

教委

・全国学力・学習状況調査については、安平町の学校は児童・生徒数が比較的少ないため１名の
結果の影響がとても大きく反映される。
　計画上、全国平均以上を目標値として設定しているが、あくまで全国平均との比較は学校活動
における成果判断のひとつにすぎない。

・コミュニティ・スクールについては、地域とともにある学校を目指し、平成27年度に全ての小中学
校に導入が完了。平成28年度には全国で初めて公私連携幼保連携型認定子ども園に導入。平成
29年度には全ての町設置の教育施設に導入が完了し、各教育施設の特色ある取り組みに資して
いる。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　　【教育委員会】

【教育委員会】
コミュニティ・スクールに
ついては、平成29年度に
町設置の全教育施設に
導入が完了する。

おはようプロジェクト事業（ゼロ
予算）

教委 学教
早来小学校発祥の事業。コミスクを活
用し全校に拡散。

各学校における「８のつく日」の活
動

全国平
均点以
上

小中学校に図書システムを導入し、
公民館図書室と連携を図り、学校図
書室の充実を図る。

図書システムの導入
賃金、備品整備等

全国学力・学習状況調査（全科
目平均正答率）

― 別紙

【学校教育Ｇ】
おはようプロジェクトの導入については、概ね良好。

【社会教育Ｇ】
・ふるさと教育・学社融合事業への地域人材活用数（謝礼額）については、目標値を大幅に上回っ
ている。
・子どもチャレンジ塾の参加者数が伸び悩んでいる分、横ばいに推移している。
・より多くの参加者が得られるように事業内容の改善が必要。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　　【教育委員会】

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　　【教育委員会】

進捗状況としては概ね良好。
各種検定料補助による資格取得については、学校の活動に対して補助するものであり、目標値達
成のために学校に取り組ませる性質のものではなく、　学校活動の補助という視点では、概ね良
好。

社会
教育

社会教育の力で学校を支援していくとい
う視点から、子どもたちの学力向上や生
活習慣の見直し、運動・学習・体験活動
等の機会の提供を目指す。

・小学生向け　子ども「朝活」事業
・遠浅小　土曜学習

別紙

【社会教育Ｇ】
子ども寺子屋事業につ
いては、30年度以降改
善に向けて、長期休暇よ
り、年度末・年度始休業
期間やテスト前の時期
の事業実施要望がある
ので検討していきたい。

追分高等学校存続支援事業 教委
学校
教育

子育て世代をターゲットとした定住施
策の展開には、地域内教育機関の存
続、教育内容の充実、進学・就職率
の向上が求められていることから、定
員に対する入学希望者の確保に資
する地域内教育振興会の取組みへ
の支援等を実施する。

・団体への支援補助
　～外国人英語講師派遣
　～各種検定、験料補助
　～通学助成・学校諸費助成
・町内通学者専用バス運行

子どもチャレンジ塾（少年少女
探検隊「ｻﾊﾞｲﾊﾞﾙｷｬﾝﾌﾟ」編）

教委
社会
教育

本町の自然や生き物と直接触れ合うことで、身
近にある環境を見直すきっかけづくりや、厳し
い条件の中で野外活動を体験しながら、自分
たちで課題を見つけ解決できる力を身につけ
る。

・野外活動（ﾃﾝﾄ設営など）
・工作教室（ﾈｲﾁｬｰｸﾗﾌﾄ）
・社会体験（買い物実習）
・自然体験（カヌー体験など）

子ども寺子屋事業 教委

【教育委員会】
改善では無いが、目標
値が適正であるか検証
が必要。



[H28年度　教育]2　　

Ａ（アクション）　改善Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

次年度以降に向けた
改善点

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度
具体内容　[教育] 関係事業名掲載した主な事業例

担
当
課

グ
ル
｜
プ

全体概要
事業内容

（H28年度分）

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

町立学校施設改修実施件数（老朽
対策）（町立学校のうち５校対象）

１校 １校 ０校 累計４校

学校トイレの洋式化対応 ― ０校 1校 累計３校

健康
福祉

健康
推進

教育委員会プール事業と連携した保
健師・栄養士による保健指導事業

・成分分析装置機器購入費
・血液検査
・管理栄養士配置

教委

累計
１人

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　　【教育委員会】

・全国大会出場件数については、特にソフトテニスにおける活躍が顕著で目標値を大きく上回って
いる。

教委
社会
教育

遠浅、安平プール廃止に伴い、住民
のせいこドームプールへの交通手段
の確保とせいこドームを拠点とした健
康増進事業

せいこドームバスの運行

０人

学校施設の改修については、アスベスト対策など新たな課題が発生している。
アスベストについては、年次改修を基本に検討しているが、状況によっては早期対応も必要にな
る。
学校トイレの改修は、各学校年次で行う計画としている。

教委
学校
教育

楽器の更新等 備品購入

教委
学校
教育

老朽化遊具の修繕・撤去
追分小学校：改修
安平小学校：新設

学校
教育

新学習指導要領への対応や老朽化
により更新が必要な備品を、利用状
況と緊急性を考慮し、年次整備する。

学校施設改修事業 教委
学校
教育

学校施設改修工事
老朽化改修工事
■早来小校舎（屋根・壁・床）等

スポーツセンター整備事業 教委
社会
教育

ショートトラック用防護マットの購入
60個

購入費

町民スケートリンク舗装改修工
事・基盤下地材購入

教委
社会
教育

安平町の奨励スポーツ「スピードス
ケート」の競技人口の増加を図るため
整備を行う。

・既存リンクに40㎜ｵｰﾊﾞｰﾚｲ仕上
・保水材シート購入

安平町健康寿命延伸事業（福
祉部門）

せいこドームバス運行事業

追分中学校音楽活動及び早来
中学校吹奏楽部備品更新事業

小学校遊具改修・更新事業

学校教材教具備品

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　　【教育委員会】

奨学金に係る現行制度としては、申請数、認定数は毎年平均化（６～８名程度）している。

トップアスリート支援事業 教委
社会
教育

子どもスポーツ賞または町民スポーツ
賞を受賞した児童生徒に対する支援

トップアスリート支援事業

安平町健康寿命延伸事業（教
育部門）

教委
社会
教育

健康寿命延伸メソッド形成事業、セル
フケア推進事業、せいこドーム活用
促進事業

健康寿命延伸メソッド形成事業、
セルフケア推進事業、せいこドー
ム活用促進事業

―
少年文化・スポーツ団体、中学部活
動における全国大会出場件数

12件 ９件
累計
２件

地域スポーツ・健康増進活動の
推進に資する地域おこし協力隊
の任用

― ０人

奨学資金給付事業（経常予算
事業）

教委
学校
教育

経済困窮世帯への奨学金交付（高校
～大学）

奨学金給付
町独自の奨学金制度による人材
育成数の増（新制度含む）

15人 ８人 ７人
累計
75人

　［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　【教育委員】

○学校教育施設・生涯学習施設
の計画的な改修

○学校施設維持補修

○教育備品の整備

○町独自の奨学金制度
による人材育成数の増
（新制度含む）　累計
75人

○少年文化・スポーツ
団体、中学部活動にお
ける全国大会出場件数
累計　２件

○地域スポーツ･健康増
進活動の推進に資する
地域おこし協力隊の任
用　累計　１人

○町立学校施設改修実
施件数(老朽対策)(町立
学校のうち５校対象)
累計　４校

○学校トイレの洋式化
対応　累計　３校

（６）教育施設整備の促進

・安全で快適な教育・文化・スポーツ環境の確保と施設

の長寿命化を図るため、学校教育施設・生涯学習施

設の計画的な改修を実施するとともに、時代の要請に対

応する教育備品等を計画的に整備します。

○教育コスト分析や子育て世代
を対象とするライフプランセミ
ナー・相談体制の構築

○所得の低い世帯を対象とした
従来の奨学金制度の継続

○専門職の資格取得を目指し進
学する方に特化した人材育成と
Ｕターン施策連動させた新たな
奨学金制度の創設

○安平町文化・スポーツ大会参
加助成事業

○トップアスリート育成・支援対
策

○地域おこし協力隊制度を活用
した地域スポーツ・健康増進活
動の推進（健康寿命延伸事業と
連動）

○指導者養成、部活動に係る移
動手段確保など指導環境の醸
成

（４）教育における経済負担軽減策の拡充

・都市部と当町における子どもの教育コストについて、中

学校、高等学校、大学・専門学校等への各進学期で

家計の経済的な負担が増加するポイントを分析した上

で、効果的な支援制度の創設に取り組みます。

・看護師､歯科衛生士､保育教諭､介護職員など、専

門職の確保が難しい現状があり、今後更なる人材不足

が予想されることから、専門職の資格取得を目指し進学

する方の人材育成とＵターン施策を連動させた新たな奨

学金制度を創設します。

（５）地域文化・スポーツ活動等の活性化

・豊かな人間性の醸成に寄与する文化・スポーツ活動へ

の保護者の期待が高まる反面、少子化等により種目の

存続が危ぶまれる状況にあり、そのことが子育て世代の

移住・定住の妨げへとつながることから、各種球技施設

や屋内温水プール、アイスアリーナ等、生涯学習施設を

活用したトップアスリート育成など、文化・スポーツ活動等

の活性化に向けた支援に取り組みます。



[H28年度　くらし]1　　

Ａ（アクション）　改善

町分譲宅地の販売率の向上 90.7% 90.9% 91.7% 94.1%

新規住宅建設数の増 17戸 12戸 14戸
累計
100戸

町普通財産の売却件数 ― ０区画 ５区画
累計

10区画

総合戦略の施策実施による子育
て世帯の転入数

―
２世帯
５人

２世帯
５人

累計
80人

町外に居住する町内企業従業員
の移住・定住数（再掲）

― ０人 ０人
累計
50人

東胆振定住自立圏の連携事業
による居住・就労・生活支援等に
係る情報提供（再掲）

ー
連携事業

　０事業
連携事業

　０事業
連携事業

　１事業

町道舗装率 61.6% 62.1% 62.9% 62.7%

水道普及率の向上 82.9% 84.2% 85.1% 88.2%

下水道普及率の向上 66.3% 72.7% 73.9% 78.0%

橋梁長寿命化修繕率（対象22橋） 4.5% 4.5% 9.1% 50.0%公共下水道区域外の町民に対し合
併浄化槽の設置補助を行う。

設置補助、水洗化改造補助、貸
付金

追分地区認定子ども園整備事
業（再掲）

教委
子育
て支
援

旧追分庁舎を活用し、町内に点在する幼
稚園、保育園、季節保育園と児童館、放
課後児童クラブ、子育て支援センターを
統合した「追分地区児童福祉複合施設」
を整備する。

追分庁舎改修工事、車庫等改修
工事、外構整備費

「KPI」欄
参照

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　　【水道課・建設課・】

【水道課】
・水道普及率については、上水道事業創設に伴い向上している。
・下水道普及率について、国庫交付金の削減により、事業年度が延伸されるため普及率の伸びは
鈍化傾向となっている。

【建設課】
・町道舗装率については、町道の廃止に伴い、総延長が減ったためＨ２８実績のＫＰＩは、目標値
（Ｈ３１）を上回っている。
・橋梁長寿命化修繕率については、平成２９年度は事業休止。

公共施設等の再編・集約による
子育て支援サービス・行政サー
ビスのワンストップ化事業

関係施
設５施設

整備中 整備中

合併処理浄化槽設置整備事業
住民
説活

住民
生活

上記のほか、計画的な町道・
上下水道などインフラ整備・
修繕を計画的に実施

　［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　【まちづくり推進課・施設課】

【まちづくり推進課】
・町分譲宅地の販売率については、平成28年度から開始した長期優良住宅建設助成事業により、
販売促進に繋がっている。
・新規住宅建設数については、分譲地以外での住宅建設、町内在住者の住宅建設が多くを占め
ている状況にある。民間事業者と連携した不動産情報空き地バンクの登録物件数の増による住
宅建設を促すことがポイントと考えている。
・子育て世帯転入数については、計画を下回っているが、現在の住宅建設奨励等事業の見直しを
手掛ける事から子育て世帯に特化したものを創設できるよう検討する必要がある。
・定住自立圏の連携事業においては、厚真町との広域連携を行ったところだが、引き続き近隣市
町と協議をしていくこととする。

【施設課】
・町普通財産の売却については、平成28年度に５区画の売却を行いながら、住宅建設につなげて
いる。
・住宅リフォーム助成事業については、１６件の助成実績となっているものの、約９割は町内居住
者となっているため移住者に対する制度設計が課題となっている。

【まちづくり推進課】
・分譲宅地の販売率の
向上として、平成２９年
度から特別キャンペーン
を実施。本キャンペーン
実施状況により目標値
に向けた取り組み内容を
検討。

・分譲地販売におけるＰ
Ｒ方法の改善

・子育て世帯に特化した
助成制度や周知方法に
おける情報提供の改善

・（再掲）町外に居住する
町内企業従業員の移住
については、企業と対象
従業員へのアンケートを
行いながら、制度創設に
向けて進めていく。

【施設課】
・空家対策計画（住民生
活課）を策定したうえで、
空家に対する助成制度
の検討が必要

公共施設等総合管理計画策定
事業

施設 施設

過去に建設された公共施設等の多くが
更新時期を迎えるなか人口減少・少子化
等により今後の公共施設等の利用需要
が変化していくことが見込まれることから、
既存の公共施設等の全体を把握し、長
期的視点をもって更新・統廃合・長寿命
化などを計画的に行うため策定するも
の。

計画の策定業務

安平町住宅リフォーム助成事
業

施設 施設

住宅の安全性や居住性の向上を図り、移
住・定住の推進と町民が安心して住み続
けられる住まいづくりを進めるため、住宅
リフォームに対して助成を行う。

住宅リフォーム費の助成
　・バリアフリー改修工事
　・耐震改修工事
　・断熱・省エネ改修工事等

安平町住宅用太陽光発電ｼｽﾃ
ﾑ設置費補助金交付事業

住民
説活

住民
生活

太陽光エネルギーを利用した住宅用
太陽光発電システムの設置を促進す
るため、導入した者に対しその経費の
一部を補助

太陽光発電システム設置費補助

おためし暮らし住宅増設事業
まち
推進

まち
推進

追分地区の空き家を活用した「おた
めし暮らし住宅の増設」

まち
推進

まち
巣新

人口確保策、少子化対策等に向け、
町分譲地の残区画を限定した3世代
まで続く長期優良住宅の建設促進施
策を展開する。

住宅メーカー・建築業者の営業ノウハ
ウを活用するため、長期優良住宅建
設に係る契約を行った民間業者に対
しての助成（間接的な建築価格低減
に寄与）

新規定住者の増加に資するよう、新たに
町民となる者等が将来にわたり引き続き
町に生活基盤を置くことを促進するため
の施策として、新規住宅建設者、新規就
農・商工業者等に奨励金を支給する。

移住定住者特典施策として次の事業
を実施。（個人給付）
・住宅建設奨励事業
・転入奨励、転校準備金
・結婚祝金・出生祝金贈呈事業
・新規就農、新規商工業、後継者奨
励事業

移住促進事業（ＰＲ関連事業）
（加速化交付金対象事業）

まち
推進

まち
巣新

移住体験ツアー、パンフ作成、移住
定住促進ＰＲ経費

移住フェア参加、移住体験ツアー、
パンフ印刷、広告宣伝ほか

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

次年度以降に向けた
改善点

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度

統合型ＧＩＳ整備事業
（加速化交付金対象事業）

（１）移住・定住施策の推進

・既存の住宅分譲地の販売促進とともに、公共施設の

解体跡地の売却や新たな分譲住宅地の造成など、安

価で良質な宅地提供に取り組みます。

　

・町内公営住宅や民間アパートの入居者の住み替え

ニーズと、今後懸念される空き家の増加に対応するた

め、住宅リフォーム助成制度の拡充や不動産情報提供

事業の拡大と体制整備などにより、町内の中古住宅の

住み替え施策を促進します。

・将来的な移住・定住につながる「おためし暮らし用住

宅」の追加整備など、移住体験事業を拡充します。

・既存の定住促進助成制度の効果検証とともに、Ｕ・

Ｉ・Ｊターン希望者を主なターゲットとした町内企業に就

業する若者と雇用企業の双方に対する連動支援策の

創設など、新たな定住促進対策の検討に取り組みま

す。

・「いつかは生まれ故郷に帰りたい」というＵ・Ｊターン希

望者に対する雇用情報と居住情報の提供が不可欠で

あることから、東胆振定住自立圏の連携事業として居

住・就労・生活支援等の情報提供に取り組みます。

（再掲）

（２）生活インフラの整備・長寿命化の推進

・必要な生活インフラの整備とともに、既存施設等の更

新や統廃合、長寿命化を推進するため、総務省の指針

に基づく安平町公共施設等総合管理計画を策定し、

長期的な視野で整備、更新、統廃合等に取り組みま

す。

掲載した主な事業例

○分譲宅地販売キャンペーンな
ど、住宅建設を伴う定住促進事
業の実施

○公共施設解体後の町有地の
宅地としての売却促進

○住宅リフォーム助成制度の拡
充、不動産情報提供事業の拡
大と体制整備

○「おためし暮らし住宅」の追加
整備など、移住体験事業の拡充

○若者雇用促進事業（地元企業
の若者雇用促進と若者定住促
進をセットで支援）（再掲）

○東胆振定住自立圏の連携事
業による居住・就労・生活支援等
に係る情報提供（再掲）

○道路、橋梁、上下水道など生
活インフラの計画的な整備・改
修

○公共施設等総合管理計画の
策定とその推進

○「小さな拠点」を核とした「ふる
さと集落生活圏」形成推進事業
（追分地区役場庁舎の改修によ
る子育て支援の拠点整備）

グ
ル
｜
プ

全体概要
事業内容

（H28年度分）

○町分譲宅地の販売率
の向上　94.1％（H31年
度）

○新規住宅建設数の増
累計　115戸

○町普通財産の売却件
数　累計　10区画

○総合戦略の施策実施
による子育て世帯の転
入数　累計　80人

○町外に居住する町内
企業従業員の移住・定
住数（再掲）　累計　50
人

○東胆振定住自立圏の
連携事業による居住･就
労･生活支援等に係る
情報提供（再掲）　連携
事業　１事業

○町道舗装率　94.1％
（H31年度）　62.7％
（H31年度）

○水道普及率の向上
88.2％（H31年度）

○下水道普及率の向上
78.0％（H31年度）

○橋梁長寿命化修繕率
（対象22橋）　50.0％
（H31年度）

○公共施設等の再編・
集約による子育て支援
サービス・行政サービス
のワンストップ化事業
行政機能　　１施設
児童福祉複合施設　１
施設
　新設を伴わない施設
集約

総務

住民
生活

情報

住民
生活

地理情報システムをクラウドで導入
し、空き家情報システムの庁舎内共
有による事務効率軽減と情報共有を
図る。

①共有データベース作成（地理情報
システム）
②空き家データベース、グリッドマッ
プ、規制区域データ作成
③家屋図外形（現況図）更新

定住促進事業（定住促進条例
関係）

まち
推進

まち
巣新

長期優良住宅建設助成金

　方向性：すべての世代の不安を取り除く良好な生活環境づくり

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

担
当
課

④　くらし

関連基本目標
 ➋将来の不安を取り除き、いつまでも安全・安心に住み続けられるまちづくりのために

 ➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために

具体内容　[くらし] 関係事業名
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Ａ（アクション）　改善Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

次年度以降に向けた
改善点

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度
掲載した主な事業例

グ
ル
｜
プ

全体概要
事業内容

（H28年度分）
ＫＰＩ

（重要業績評価指標）

担
当
課

具体内容　[くらし] 関係事業名

町内医療機関における休日・夜
間救急体制の維持（再掲）

1か所 １か所 1か所 １か所

地域見守り活動を行う団体数の増 14団体 14団体 17団体 20団体

特別養護老人ホーム待機者の減 70人 38人 31人 ６人

シルバー世代を含む町民による
NPO法人等の設立支援制度の創設

― １事業 ― １事業

農村高齢者等を活用した農産物集
出荷組織の設立

― ０団体 １団体 １団体

商店数の維持 73戸 74戸 70戸 80戸

年間商品販売額
約64億
円

― ― 70億円

拠点施設による民間イベント事業 １件 11件 13件
累計
10件

【まちづくり推進課】
・イベントの助成及び使
用料助成の制度につい
ては、広報のみならず、
各団体に向けた直接ＰＲ
を検討

創業者等支援事業（再掲）
まち
推進

まち
推進

まち中で開業する創業者と事業を継
承する地域おこし協力隊を支援す
る。また、創業時における空き店舗の
活用を支援する。

創業等支援事業補助金制度（空
き店舗賃料及び空き店舗改修助
成）

　［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　【まちづくり推進課】

・安平町商工会の賑わい創出事業については、毎年の恒例事業となったが、商店街に人を呼び
込むための企画（しかけ）検討が必要。

・街中拠点施設活用事業支援助成金及び追分ふれあいセンターい･ぶ･き使用料助成金について
は、活用が少ないため、更なる制度の周知が必要。

・助成金を活用しない小規模イベントでも、主催団体が開催しやすいよう、支援していく方針。

・プレミアム付き商品券は、平成２６年度から毎年度実施しているが、ほぼ固定化された事業に
なっている。毎年実施としての必要性を検討。
※　プレミアム商品券事業については当該年度の経済状況などを勘案した経済対策事業であるた
め、事業が６月補正対応となり冬場に向けた商品券の使われ方になってしまっている状況。

・旧ポイントサービスの統合による一本化については、旧組織の精算及び新サービスのための導
入費用の問題等、統合に向けた多数の検討課題がある。

商店街の活性化に資するよう、新規
顧客の獲得を目的とした拠点施設を
活用した定期的なイベントの開催に
対する支援を実施する。

町商工会が実施するイベント事業
への補助及び拠点施設を活用し
たイベント開催団体への助成
　・賑わい創出事業補助
　・街中拠点施設活用事業支援
助成事業
※イベントに限らず、追分ふれあ
いセンターい･ぶ･きを利用する団
体には、その使用料を助成する。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　　【まちづくり推進課・農林課】

【まちづくり推進課】
・シルバー世代が活躍社会を創出していくことは大事であるが、本来商工業者が担う領域とシル
バー（人材センターなど）の業務領域が重なりつつあり課題となっている。
・シルバー世代の技術力や経験力を子育て世代へのサポートとして活用していくような取り組みが
必要であり、延長線上にＮＰＯ設立支援策などの検討が必要である。

【農林課】
・（仮称）道の駅あびら生産者協議会が平成29年１月24日に設立。
・道の駅の円滑な運営に向けて、次の事項を安平町・あびら観光協会・生産者協議会の３者によ
る協議を進めていく予定。＜主な協議事項＞①販売手数料、②スタッフ確保、③レジ仕様ほか

【まちづくり推進課】
NPO法人等の設立支援
制度を創設しており、活
用してもらうために周知
を重ねていく。

【農林課】
三者にて協議に関する
覚書を締結し、協議項目
に係る具体的な内容を
詰めていく。

「（仮称）道の駅あびら生産者
協議会」の設立

農林
課

農政
畜産

「道の駅」農産物直売所の集出荷組織の
設立

・健康寿命延伸事業
　あびらチャンネル等の
映像媒体を活用したＰＲ
による使用者増を目指
すとともに、インボディ事
業の継続、ノルディック
ウオーキングの普及の
ため、あびらチャンネル
を活用したノルディックウ
オーキングの啓発、ウ
オーキング講習会の実
施、ノルディックポール
の無料貸し出しを行い更
なる健康寿命の延伸を
図っていく。

・特別養護老人ホーム待
機者数
　待機者と入所希望者
数は一致していない場
合があるため、常に状況
を把握し事業を進める必
要がある。

まちづくり事業支援交付金事業
まち
推進

まち
巣新

協働のまちづくりを進めるため、団体
等が行うまちづくり事業を支援する。

団体等が行う協働のまちづくり事
業（ハード事業・ソフト事業）への
支援補助

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点

健康寿命延伸事業の実施による
医療費の削減

―
対H26
+5,065
千円

対H26
▲

57,729
千円

対H26
▲5,065

千円

地域福祉を支える人材育成支
援事業及び地域の支え合い事
業

健康
福祉

福
祉・
住民

・地域支え合い活動推進事業交付金制
度の創設及び拡充
・地域見守りネットワークの構築及び推進

教育委員会プール事業と連携した保
健師・栄養士による保健指導事業

・成分分析装置機器購入費
・血液検査
・管理栄養士配置

新規看護師雇用助成事業（再
掲）

健康
福祉

健康
推進

看護師確保に係る医療体制確保を目
的とした助成

町内の医療機関に対する看護師
確保について、奨学金返済中の
者の費用に対する助成

・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ資格取得支援事業助成金
・地域支え合い活動推進事業交付金
・地域見守りネットワークの推進

インフルエンザ予防接種助成
事業（再掲）

健康
福祉

健康
推進

インフルエンザの感染と蔓延を予防
する目的の予防接種料金助成

①【拡大】高齢者の予防接種費用助成額
拡大
②【新規】感染症予防のため、0歳から中
学生までのインフルエンザ予防接種料金
の助成

安平町健康寿命延伸事業（教
育部門）

教委
社会
教育

健康寿命延伸メソッド形成事業、セル
フケア推進事業、せいこドーム活用
促進事業

健康寿命延伸メソッド形成事業、
セルフケア推進事業、せいこドー
ム活用促進事業

町内の医療機関に対するかかりつけ
医の普及及び定着のための医師確
保に関する助成

勤務医確保に対する医療機関へ
の助成

地域医療連携支援事業（再掲）
健康
福祉

健康
推進

町内医療機関に対する眼科医師及
び技師・看護師及び検査設備費用の
助成

追分菊池病院の眼科開設に伴う
診療体制確保及び開設経費助成

町内の医療機関に対する休日・夜間
の診療体制確保に関する助成

医師派遣費用助成
（３）超高齢社会に対応した医療・福祉・介護の充実

・地域に必要な医療を確保するため、専門医の不足や

医療機関の看護師不足などを解消する支援制度を継

続することにより地域医療の維持に取り組みます。

・現町民や移住・定住された方が住み慣れた地域で終

の棲家として安心して暮らし続けることができる仕組みを

構築するとともに、医療費削減と高齢者がいつまでも健

康で生活し続けることを目的として、温水プールなど公共

施設を活用した運動や保健指導を通じた健康寿命延

伸事業に取り組みます。

・デイサービス事業を中心とする訪問や短期間宿泊を組

み合わせた小規模多機能型居宅介護サービスの実施

に取り組むとともに、現状を的確に把握しながら、民間活

力による高齢者専用賃貸住宅の建設や小規模特別養

護老人ホーム（地域密着型介護老人福祉施設）の

整備に取り組みます。

・東胆振定住自立圏の連携事業として、苫小牧医師

会の協力のもと、二次救急医療体制、休日の初期救

急医療体制の充実等に向け構成市町全体で取り組み

ます。

（４）シルバー世代が活躍できる生涯現役社会の実
現

・健康で働く意欲のあるシルバー世代の技術力や経験

を、生きがいづくりの領域を超えて活かす「生涯現役社

会」を目指し、子育て世代のサポートや高齢者買い物対

策など、行政サービスが行き届かない分野を中心とした

雇用促進・就業・法人化の環境整備に取り組みます。

（５）商業の振興

・商業の振興を目的とした街中拠点施設の活用によるイ

ベント事業の開催支援のほか、町民の市街地への滞留

や賑わいをもたらす、商工会が取り組む事業展開、店舗

誘導策等を支援します。

・町内各市街地における商業主の高齢化、後継者不

足、売り上げの減少による閉店廃業の増加が課題であ

ることから、後継者不在の個店等を対象とした公募によ

る事業継承者確保対策を支援します。

・購買力調査、ニーズ調査を行い、チャレンジショップ制

度など起業に向けたきっかけづくりを通じて増加する空き

店舗対策に取り組みます。

・商工会が実施する消費拡大地域活性化事業（プレミ

アム付き商品券発行）は、一過性の経済対策を脱却

するため、制度の検証と商工会独自の商業振興策の提

案を促し、その上で実施を支援していきます。

・地区別に運用されている商店買い物ポイントシステムに

ついては、地域コミュニティの活性化と商業活動を連動さ

せる「地域通貨」の考え方を取り入れ、多目的な活用を

視野に、地域ポイント制度としての統合を支援します。

○地域医療体制確保事業（休日
夜間体制、専門医・看護師確
保）（再掲）

○地域見守り、地域支え合い事
業の推進（地域見守りネットワー
クの構築）

○健康寿命延伸事業の推進

○小規模多機能型居宅介護
サービスの実施

○民間活力による｢高齢者専用
賃貸住宅｣｢小規模特別養護老
人ホーム｣の整備

○東胆振定住自立圏の連携事
業による広域医療体制の充実
（再掲）

○シルバー世代の就労やボラン
ティア活動を促進するための仕
組みづくりの検討

○「道の駅」の農産物直売所に
販売する商品の生産・集出荷シ
ステム構築におけるシルバー人
材の活用

○空き店舗の活用を目的とした
商業活性化事業

○中心市街地にぎわい創出事
業

○消費拡大地域活性化事業支
援（プレミアム付き商品券発行）

○商店ポイントサービス統合事
業

休日夜間地域医療体制確保助
成事業（再掲）

健康
福祉

安平町健康寿命延伸事業（福
祉部門）（再掲）

健康
福祉

専門医確保助成事業（再掲）
健康
福祉

健康
推進

健康
推進

中心市街地にぎわい創出事業
まち
推進

まち
推進

○町内医療機関におけ
る休日・夜間救急体制
の維持（再掲）　１か所
（H31年度）

○地域見守り活動を行
う団体数の増　20団体
（H31年度）

○健康寿命延伸事業の
実施による医療費の削
減　対平成26年度　▲
5,065千円（H31年度）

○特別養護老人ホーム
待機者の減　６人（H31
年度）

○シルバー世代を含む
町民によるＮＰＯ法人等
の設立支援制度の創設
１事業（H31年度）

○農村高齢者等を活用
した農産物集出荷組織
の設立　１団体（H31年
度）

○商店数の維持　73戸
（H31年度）

○年間商品販売額の増
70億円（H31年度）

○拠点施設による民間
イベント事業　累計　10
件

健康
推進

【健康福祉課健康推進Ｇ】
　健康寿命延伸事業については、プール教室参加者への測定・指導を行うとともに、１８歳以上の
一般町民を対象にインボディ（体成分分析装置）を活用し、自分の体（健康）に関心を持ってもらえ
るよう毎月２回無料測定会を実施。無料測定会には管理栄養士（栄養士）を配置し、測定結果に
応じて希望により栄養面のアドバイスを実施。
　また、インボディ測定利用者を対象に血液・尿検査を実施。より詳細な検査を実施することでさら
に詳しい結果票を保健師が作成し健康づくりに関心を持ってもらうきっかけ作りとした。
　平成２８年度中にインボディ測定を行った利用者数は２４５名、血液検査を実施した人数は延べ
１４５人。

【健康福祉課　国保・介護Ｇ】
平成30年4月開設予定で特別養護老人ホーム(サテライト型20床)の建設を進めているため、平成
30年度中には待機者は減少され、目標値が達成の見込み



[H28年度　くらし]3　　

Ａ（アクション）　改善Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

次年度以降に向けた
改善点

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度
掲載した主な事業例

グ
ル
｜
プ

全体概要
事業内容

（H28年度分）
ＫＰＩ

（重要業績評価指標）

担
当
課

具体内容　[くらし] 関係事業名

デマンドバス登録者数の増 579人 612人 652人 760人

デマンドバス・循環バス年間利用
者数の増

6,570人 6,160人 7,397人 8,400人

再生可能エネルギーの活用事例 ― ０件 ４件 累計２件

次世代型生産プラント植物工場
の誘致（再掲）

― ０件 ０件 累計１件

町内各種団体の法人化 １団体 ０団体 ２団体
累計

３団体

地域支援員としての地域おこし
協力隊の活用数

― ０人 ０人 累計１人

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点

【企画財政課】
・デマンドバス登録者数については、年５%の増で設定しており、順調に登録者数を増やしている
が、継続した掘り起こしが必要。
・デマンドバスと循環バス年間利用者数については、年５%の伸び率で設定しており、順調に推移
している。
　しかし、利用者の内訳を見ると、デマンドバス利用者は増加傾向にあるものの、循環バス利用者
数は減少傾向にあるのが現状。　これは、高校生などの通学利用によって増減の影響が大きいも
のと分析している。
　今後は、平成３０年１０月を目標に、路線重複する「地方バス路線（循環バス）」と「せいこドーム
バス」の再編などにより、効率的・効果的な公共交通体系の再編構築を行い、より一層の利用者
増を図ることが求められている。

【健康福祉課】
・平成28年度から拡充した地域公共交通利用者助成事業により、デマンドバス利用者数について
は対27年度比20%の利用者増につながっている。
   ＊助成制度利用者　H27年度　64人　　→　　H28年度　126人　（約２倍）

安平町交通網計画策定事業
（地方創生推進交付金）

企画
財政

企画

高齢化に対応した地域公共交通を維持
するため、デマンドバス。町内循環線、せ
いこドームバスなど、現交通網の見直しを
行い、道の駅等の完成に合わせた新たな
町縦貫路線検討等を行う指針を策定す
る。

安平町交通網計画策定委託

【企財政課】
・デマンド登録者の増に
向け、老人クラブなどへ
の訪問説明などを、商工
会とともに実施していく。
・策定完了した安平町公
共交通網形成計画に係
る施策メニューの積極的
な実施展開を行う。
→重複する路線等の公
共交通の再編
→利用促進策の展開

安平町住宅用太陽光発電ｼｽﾃ
ﾑ設置費補助金交付事業（再
掲）

住民
説活

住民
生活

太陽光エネルギーを利用した住宅用
太陽光発電システムの設置を促進す
るため、導入した者に対しその経費の
一部を補助

太陽光発電システム設置費補助

あびらチャンネルを活用したデ
マンドバス利用法のＰＲなど

総
務・
企画
財政

情
報・
企画

デマンドバスの利用促進策の一環とし
て、地域おこし協力隊が主体となりデマン
ドバス利用法の動画を制作し、あびら
チャンネル等でＰＲを実施。

地方バス路線維持事業
企画
財政

企画
あつまバス㈱運行による町内循環線
路線の運行補助を行うもの。

地方バス路線補助金

遠浅、安平プール廃止に伴い、住民
のせいこドームプールへの交通手段
の確保とせいこドームを拠点とした健
康増進事業

せいこドームバスの運行

安平町地域公共交通利用者助
成事業

健康
福祉
課

福
祉・
住民

安平町デマンドバスを利用し医療機
関などへ通院及び街なか等へ買い物
等する高齢者、しょうがい者等の負担
増加を軽減する。

満70歳以上の方で介護保険料第２
段階以下の方、80歳以上の方、しょう
がいのある方、 生活保護世帯、介護
保険施設等入所者、ひとり親世帯な
ど

商工会によるデマンドバス運行に係る
補助を行うもの。

デマンドバス運行補助金企画

○まちづくり事業支援交
付金の活用団体の増
累計　40団体

○町内各種団体の法人
化　累計　３団体

○過疎地域等集落ネッ
トワーク圏形成支援事
業を活用した地域数
累計　１団体

○地域支援員としての
地域おこし協力隊の活
用数　累計　１人

○デマンドバス登録者
数の増　760人（H31年
度）

○デマンドバス・循環バ
ス年間利用者数の増
8,400人（H31年度）

○再生可能エネルギー
の活用事例　累計　２件
　
○次世代型生産プラン
ト植物工場の誘致（再
掲）　累計　１件

　［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　【まちづくり推進課】

・再生可能エネルギー関連の大小プロジェクトが、当町において進められており目標値を達成した
が、エネルギーの地産地消を視野に入れたエネルギー資源の活用については、進んでいない状
況。

（再掲）
・植物工場は、当初見込んでいた目がなくなったが、木質バイオマスを活用した生産プラントとして
引き続き誘致を検討していく。

協働のまちづくりを進めるため、団体
等が行うまちづくり事業を支援する。

団体等が行う協働のまちづくり事
業（ハード事業・ソフト事業）への
支援補助

みずほ館の再活性及び周辺地域の
コミュニティ活性化を図る。

管理委託費

まち
推進

町職員が地域と町行政をつなぐパイ
プ役を担いながら、連絡調整・協働活
動を中心に地域をサポートする取組
み

企画

地域サポート制度

（６）地域公共交通体系の再編

・多くの町民に利用される地域公共交通を目指し、鉄

道・路線バス・タクシーなど民間事業者による交通機関

の維持・確保、商工会が運行するデマンドバスの利用促

進を含めた町全体の地域公共交通体系を再編し、生

活維持に必要となる「町民の足」を確保します。

・東胆振定住自立圏の連携事業として、構成町の交通

機関と苫小牧市内のバス路線の乗り継ぎ制度の確立な

ど、各種輸送機関の相互連携による圏域全体の地域

公共交通の確保に取り組みます。

○総合的な交通再編計画（交通
網形成計画）の策定

○デマンドバス・地方バス路線の
運行支援

○デマンドバス利用助成事業に
よる生活弱者、買い物弱者対策

○東胆振定住自立圏の連携事
業による地域公共交通の維持・
確保と利用促進

○次世代型生産プラントによる
植物工場誘致（再生可能エネル
ギー活用）（再掲）

○木質バイオマスエネルギーや
水素エネルギーなど、次世代エ
ネルギーの活用調査・研究

○太陽光発電などを利用したス
マートシティの研究

デマンド交通運行事業
企画
財政

せいこドームバス運行事業 教委

まち
推進

社会
教育

（７）再生可能エネルギーの利活用に向けた研究

・近年、町内では民間企業により再生可能エネルギー関

連の大規模プロジェクトが進められていることから、この

チャンスを企業活動だけに留めず、町内各種産業への利

活用に向けた研究を行います。

・「安平町地域新エネ・省エネ導入プラン」に基づき、地

域におけるエネルギーの安定供給、温室効果ガス排出

削減、地域のエネルギー資源の活用など省エネルギー対

策に取り組みながら、自然と人が共存できる環境を目指

します。

（８）地域コミュニティ活性化の推進

・超高齢社会に適応する町民主体のまちづくりが必要で

あることから、町職員が地域と行政とのパイプ役となる地

域サポート制度の活用や地域コミュニティが自主的に行

うまちづくり事業への支援など、住民と行政の協働による

まちづくりを推進します。

・町内各種団体の法人化を積極的に支援するとともに、

町内でまちづくり活動を行う団体の活動拠点の場として、

公共施設の空きスペースの提供など、新たな公共の形づ

くりを推進します。

・住民同士の関わりの薄れや若年人口流出により地域

コミュニティの存続が危惧されることから、地域コミュニティ

の維持・活性化に取り組みます。特に人口減少が著しい

地域においては地域と行政による活性化に向けた協議

の場を設置するとともに、意欲ある都市部の若者を地域

に迎え入れる｢地域おこし協力隊」制度や国の制度を活

用した集落活性化対策に取り組みます。

・地区別に運用されている商店買い物ポイントシステムに

ついては、地域コミュニティの活性化と商業活動を連動さ

せる「地域通貨」の考え方を取り入れ、多目的な活用を

視野に、地域ポイント制度としての統合を支援します。

（再掲）

○町職員による地域サポート制
度の推進や、ふるさと納税（寄附
金）を原資とした町民の自主的
なまちづくり事業への支援

○地域住民や団体と行政の協
議の場の設定と集落等自立再
生対策事業

○地域おこし協力隊制度を活用
した地域支援員の配置

まちづくり事業支援交付金事業
(再掲）

まち
推進

まち
巣新

町有施設活性化事業
企画
財政

累計
１団体

まちづくり事業支援交付金の活
用団体の増

２団体 10団体 15団体

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点

【まちづくり推進課】
・まちづくり事業支援交付金の活用については、順調に増加傾向にあるものの、自治会等におけ
るハード事業の活用数は少なくなっていくと考えられるため、ソフト事業における交付金活用を促
すため、町内団体への周知を徹底していくこことする。

・町内各種団体の法人化については、まちづくり事業支援交付金の活用を視野に、法人化を促進
をしていくこととする。

【企画財政課】
・地域おこし協力隊については、平成28年度末で３名を採用しているものの、地域支援員の活用
までには至っていないが、人口減少が著しい地域を活動拠点とした協力隊の取組みの展開を目
指していくこととしている。
　また、地域をサポートする取組みとして、平成２７年度から町職員による地域サポート制度を導
入したところである。

・地域サポート職員の任命
・サポート職員による地域サポート
業務

累計
40団体

過疎地域等集落ネットワーク圏
形成支援事業を活用した地域数

― ０件 ０件

【まちづくり推進課】
水素エネルギーなど新
たなエネルギー活用も
視野に入れ勉強会参加
など多様な可能性を模
索していく。

【まちづくり推進課】
・まちづくり事業支援交
付金における周知方法
の改善

・まちづくり事業支援交
付金を活用したNPO法
人の設立を促進できるよ
う周知方法や設立支援
を積極的に行っていく。



[H28年度　くらし]4　　

Ａ（アクション）　改善Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

次年度以降に向けた
改善点

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度
掲載した主な事業例

グ
ル
｜
プ

全体概要
事業内容

（H28年度分）
ＫＰＩ

（重要業績評価指標）

担
当
課

具体内容　[くらし] 関係事業名

エリア放送網世帯カバー率の増 9.8% 49.5% 93.0% 95%以上

自主防災組織数の増 10団体 13団体 17団体 20団体

（９）防災対策の推進

・災害時情報を的確に全世帯へ伝える手段としてエリア

放送網を整備し、普及率の高いテレビを通じた新たな情

報伝達告知ネットワークを構築します。

・地域住民の共助が被害を最小限に抑えられるという東

日本大震災の教訓から、改めて地域コミュニティの重要

性を見直すきっかけとなる自主防災組織の組織化と運

営を支援します。

・災害時備蓄計画に基づき、災害発生時に応急的に

必要となる最低限の物資を計画的に備蓄します。

○エリア放送網整備による情報
伝達告知ネットワークの構築（あ
びらチャンネル）

○自主防災組織の設立・運営支
援

○災害時必要物資の備蓄

 防災体制整備事業

○エリア放送網世帯カ
バー率の増　95％以上
（H31年度）

○自主防災組織数の増
20団体（H31年度）

○災害時備蓄計画に基
づく備蓄基準達成率の
向上（H26年度⇒H31年
度）　①食料100％、②
水100％、③ストーブ
100%、④毛布76.2％

①100%
②100%
③100%
④76.2%

【総務課】
・エリア放送について
は、エリア内の未受信世
帯への対策工事を引き
続き実施ししていく。

・自主防災組織について
は、自治会長等会議や
自治会等の役員会等で
趣旨を説明し、結成を促
進していく。

 防災行政告知ネットワー クシ
ステム設備整備工事

エリア放送を活用した防災行政告知
ネットワークシステムの各基地局等設
備の整備と受信対策。

・整備工事（追分農村・安平地区・
早来地区）
・エリア内の受信対策

自主防災組織設立促進事業
地域の防災力を向上するため、自主
防災組織の設立を促進する。

団体設立促進講演会、結成交付
金

災害時備蓄計画に基づく備蓄基
準達成率の向上

①78.6%
②79.7%
③100%
④47.6%

①100%
②100%
③100%
④66.7%

①100%
②100%
③100%
④70.5%

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　【総務課】

・エリア放送網世帯カバー率については、平成28年度までに主要エリアの基地局の整備が終了
(カバー率約93％)し、平成28年度からはエリア放送受信対策要綱に基づきエリア内で受信できな
い世帯の対策を実施している。

・自主防災組織は34団体中17団体が結成。比較的小規模な自治会等であれば設立しやすいもの
の、市街地にある自治会等では住人の入れ替わりも多く、設立しても有事の際に実際に機能する
のかなどの問題点もあり、結成にまで至っていない団体も少なくないのが現状。

・災害時備蓄品は、食料と水については計画に基づく数量を備蓄しており、賞味期限が近いものを
各団体が実施する防災訓練等において提供し更新を図っている。

安平町災害時備蓄計画に基づき、災
害対応物品を備蓄する。

備蓄品の購入
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Ａ（アクション）　改善

「道の駅」オープンによる来訪客
数（H31年度オープン予定）

― ― ― 32万人

サテライト施設・未来に残したい
風景の選定数

― ０か所 ６か所
累計
10か所

域内観光ルートの選定数 ― ２本 ２本 累計３本

外国人ツアー客の受入れ数 77人 ０人 ０人
累計
500人

アイスアリーナの通年化事業によ
る稼動可能日数の増

170日 31日 285日 300日

合宿所利用者数 2,339人 2,298人 2,811人 3,000人

合宿活動団体数の増 35団体 63団体 114団体 50団体

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

次年度以降に向けた
改善点

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

○「道の駅」のオープン
による来訪客数（H31年
度オープン予定）　32万
人（H31年度）

○サテライト施設・未来
に残したい風景の選定
数　累計　10か所

○域内観光ルートの選
定数　累計　３本

○外国人ツアー客の受
入れ数　累計　500人

○アイスアリーナの通年
化事業による稼動可能
日数の増　300日（H31
年度）

○合宿所利用者数
3,000人（H31年度）

○合宿活動団体数の増
50団体（H31年度）

○中長期的スポーツ合宿推進
化構想の策定

○スポーツ施設の計画的整備・
改修、民間活力による合宿施設
整備の検討

○高校・大学・企業のスポーツ大
会、スポーツ合宿の誘致

項目

○「道の駅」を拠点とした「回遊・
交流ステーション形成事業」の展
開

○サテライト施設と未来に残した
い風景の選定

○由仁･長沼･厚真･千歳など広
域連携も視野に入れたモニター
ツアーを通じた観光ルートの選
定

○東南アジアからの旅行者の受
入れ

○安平町観光協会の法人化支
援

基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度

公共施設や牧場、レストランなどを観
光資源としてつなぎ、町全体を観光
地化し誘客、回遊を進めるもの。

・ルート情報媒体の制作（観光ﾏｯ
ﾌﾟ）
・観光情報案内板設置

・モニターツアー（プロポーザルに
よる提案型契約）

掲載した主な事業例

グ
ル
｜
プ

全体概要
事業内容

（H28年度分）

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

具体内容　[回遊・交流] 関係事業名
担
当
課

（２）スポーツ交流の推進

・施設の大規模改修により通年利用が可能となる全天

候型屋内スケートリンクなど当町のスポーツ施設や、民

間企業が経営するパークゴルフ場やゴルフ場などを活用

したスポーツ大会・スポーツ合宿を官民一体となって積極

的に誘致します。

・スポーツ合宿については、既存の合宿所や民間宿泊施

設を活用した団体の誘致とともに、民間活力による新た

な合宿施設の整備検討など、スポーツを通した交流人

口の増大に取り組みます。

・カヌー競技や自転車に乗って地形・自然・景色を楽し

む「サイクル・ツーリズム」など、町民団体が主体となり実

施する様々なスポーツ交流事業を「まちづくり事業支援

交付金事業」などを通じて支援していきます。（再掲）

⑤　回遊･交流

関連基本目標
 ➌強みを活かした産業と雇用の場づくりのために

 ➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために

　方向性：地域の観光資源を活用した回遊･交流の仕組みづくり

回遊・交流ステーション形成事
業

まち
推進

まち
推進

企画
財政

企画道の駅建設事業

社会
教育

交流人口拡大事業
（加速化交付金事業）

まち
推進

まち
推進

交流人口の拡大を図るため、外国人
観光客の受け入れを進めるとともに、
旅行代理店と連携を図り国内のモニ
ターツアー等を実施する。

観光協会法人化事業
（加速化交付金事業）

まち
推進

まち
推進

観光協会の組織体制の強化を図るた
め、観光協会の法人化を進める。

（１）回遊・交流ステーション形成事業の推進

・交流人口の拡大に向け、追分地区に建設する「道の

駅」を拠点として、町内の４地区の中核施設を整備する

とともに、「菜の花」、「瑞穂ダム」、「ゴルフ場」、「温浴施

設」、「サラブレッド」など周辺の観光資源をサテライト施

設として指定する「回遊・交流ステーション形成事業」を

展開し、町内全体を回遊させる仕組みを構築します。

・観光振興策として、旅行代理店との連携による町内モ

ニターツアーを実施し、新千歳空港から15分で広がる北

海道らしい風景を楽しみたい観光客をターゲットとした町

内・周辺観光ルートの選定や外国人観光客の受入れな

ど、新たな取組みを進めます。

・安平町観光協会の法人化に向けた取組みを支援しま

す。

企画
財政

企画
戦略検討会を開設し、道の駅を核とし
た集客・回遊・交流を促す方策や地
域活性化策を考案する。

検討会開催経費
　（講師謝礼等）

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点

【企画財政課　道の駅Ｇ】
・道の駅建設事業にあわせ、関連ソフト事業（商品開発や回遊性を高める取組み）が必要であり、
運営候補団体や町内事業者・団体による特産品開発支援などに取り組む必要がある。
・行政主催で戦略検討会による協議を実施しているが、町内経済循環を目的とするこれらの取組
みは、本来その恩恵を享受すべき民間事業者・団体が将来的な危機感を持ち、自らの意志で企
画立案するべきものであることから、その理想に向けた発想転換を図る必要がある。
・左記に掲載されている回遊・交流ステーション形成事業については、「事業全体概要」と「実施事
業」の関連性が薄く、事業効果が事業目的に合致していない。このため、改めて回遊・交流ステー
ション形成事業の定義・目的・目標を明らかにし、必要な施策カテゴリー（項目）を定め、これに対
応した事務事業を検討する必要がある。

【まちづくり推進課】
・安平町内の回遊・交流を促す拠点施設の指定及び指定施設を観光客視点で整備していくことが
必要。
・また、実際に訪れたお客様に対応するためのソフト事業の充実と長時間滞在にするためのしか
けが課題となっている。（２年間観光ルートづくりのためのモニターツアーを実施）
・事業を進めていくための母体となる観光協会も法人化されたばかりであることから行政との連携
が今後も必要。（３年目以降ツアー実施について観光協会を想定しているが体制が整っていない
状況）
・外国人の受入体制については、訪問客の国の体制（内・外政面）の問題などもあり受入数が減っ
ている状況。安平町での受入体制、外国語表記、宗教問題など克服するべき課題が多くある状
況。

・運営補助、法人設立分補助

回遊周遊促進事業
（加速化交付金事業）

まち
推進

まち
推進

町民公募による「未来に残したい安
平町の風景」を選定する。

優秀応募者に対する賞品

・道の駅完成時の来訪
客数確保に必要な関連
ソフト事業の実施（道の
駅Ｇ）

・町内事業者・団体が主
体的に地域活性化を検
討し、実践するための意
識の転換（道の駅Ｇ）

・まちづくり推進課が実
施する類似施策のスク
ラップ・アンド・ビルドによ
る回遊・交流ステーショ
ン形成事業への一本化
と事業の再構築（道の駅
Ｇ）

スポーツセンター整備事業（再
掲）

教委
社会
教育

ショートトラック用防護マットの購入
60個

購入費

遠浅コミュニティセンター建設
事業

教委
社会
教育

遠浅地区の拠点施設として整備
建設工事（平成27～28年度）
・平成28年度完成

柏が丘公園整備事業 建設
土
木・
公園

道の駅建設地周辺の整備事業 ・基本設計費

道の駅の建設

・平成27年度～実施設計
・平成28年度～運営協議等
・平成29年度からの２ヵ年で建設
予定

回遊・交流戦略検討会

・平成28年度は、大学のアイスホッケー夏合宿受け入れや、８月リンクオープンによりスケート合
宿を優先させたところによる利用者や合宿活動団体数の増となっている。

・合宿所に宿泊した場合の食事の提供が課題。町内業者へ依頼するも「朝食はできない」「定休日
はできない」等断られる状態にある。

【教育委員会】
平成２９年度にスポーツ
施設の利用促進や交流
人口の増加を図ることを
目的とした減免規定の
見直しを行う予定。

安平町スポーツ交流推進化構
想の策定

教委
社会
教育

スポーツ交流の推進に向けて、それ
に必要な合宿施設の整備等に関する
基本的な考え方などを示した構想を
策定

安平山スキー場整備事業（再
掲）

教委 オーバーホール
［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　　【教育委員会】
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Ａ（アクション）　改善Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

次年度以降に向けた
改善点

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度
掲載した主な事業例

グ
ル
｜
プ

全体概要
事業内容

（H28年度分）

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

具体内容　[回遊・交流] 関係事業名
担
当
課

グリーンツーリズム登録バンクの
登録農家数

― ０戸 ０戸 10戸

町内グリーンツーリズム受託体制
（団体）整備

― １団体 ２団体 １団体

グリーンツーリズム事業受入れ数
の増

228人 284人 282人 500人

合併10周年記念関連事業参加
者数

― ０人
延べ
7,677人

延べ
5,000人

あびら夏！うまかまつり入場者数 30,000人 30,000人 20,000人 32,000人

地域間交流スポーツ大会参加者
数の増

120人 108人 148人 200人

PDCAサイクルに基づく共生ビ
ジョンの見直し

―
共生ビ
ジョン策
定

― ―

胆振管内市町による東京23区と
の連携事業

― ０事業 ２事業
累計５
事業

○東胆振定住自立圏共生ビジョ
ンに基づく施策の推進

○「北海道新幹線×nittan戦略
会議」や「東胆振ブランド推進協
議会」など広域連携による交流
人口拡大施策の推進

○東京23区(特別区)が行う全国
連携プロジェクトへの管内市町と
の連携参加
　　＊物産品販路拡大・移住定
住フェア開催・地域ＰＲ事業など
想定

○グリーンツーリズム登
録バンクの登録農家数
10戸（H31年度）

○農村滞在型余暇活動
機能整備計画の策定に
よる各種規制緩和の実
現　旧早来町域の規制
緩和実現(Ｈ31年度ま
で)

○町内グリーンツーリズ
ム受託体制（団体）整備
１団体（H31年度）

○グリーンツーリズム事
業受入れ数の増　500
人（H31年度）＊観光協
会主催事業を含む

○合併10周年記念関連
事業参加者数（H28年
度）＊あびら夏！うまか
まつりを除く。　延べ
5,000人（H28年度）

○あびら夏！うまかまつ
り入場者数　32,000人
（H31年度）

○地域間交流スポーツ
大会参加者数の増
200人（H31年度）

○PDCAサイクルに基づ
く共生ビジョンの見直し
（定住自立圏構成自治
体による共生ビジョン見
直しにおいてKPI設定）

○胆振管内市町による
東京23区との連携事業
累計　５事業

○グリーンツーリズム推進事業
（グリーンツーリズム登録バンク
整備など）

○農家レストラン・農家民泊施設
改修費の支援

○農村滞在型余暇活動機能整
備計画の策定

○東胆振子どもグリーンツーリズ
ム推進連合会と連携した子ども
向けグリーンツーリズムツアーの
受入れ

○合併10周年記念関連事業の
実施

○あびら夏！うまかまつり開催支
援

○地域間交流スポーツ大会、町
内の若者が主催する交流事業
に対する支援

○町内社会教育・スポーツ団体
の活動支援

（３）グリーンツーリズムの推進

・農業部門と観光部門の連携による主要産業である農

業のＰＲと地域経済の活性化を目的として、都市部の

住民が自然豊かな田園地域が広がる当町へ訪れ、日

帰りの収穫体験やフットパス事業、農家民泊を通じた農

村地域余暇体験などを通じ自然と親しむグリーンツーリズ

ム事業に取り組みます。

・法人化を予定する安平町観光協会とともに、グリーン

ツーリズムの受入れ体制の構築を進めるとともに、農村滞

在型余暇活動機能整備計画（通称：グリーンツーリズ

ム計画）の策定による都市計画上の建築規制を緩和

し、必要な施設整備の誘導を図ります。

（４）合併１０周年を契機とした地域間交流の推進

・合併10周年を契機とした住民参画による交流イベント

や記念事業の開催を通じ、更なる地域全体の一体感の

醸成を図ります。

・将来的なまちづくり活動の担い手となる町内の若者が

主体となり、従来とは異なる視点やアイディアにより楽しく

交流し合えるイベントの開催を支援します。

（５）広域連携事業の推進

・東胆振定住自立圏の構成市町が連携しながら、地方

から大都市への人口流出のダム機能を果たし、圏域全

体の活性化を図るため、各市町の役割分担による生活

機能の確保や地域住民の利便性向上など、広域行政

の取組みを推進します。

・北海道町村会として道内町村と東京23区との連携を

進めていくことを決定したことを受け、東京23区(特別

区)が行う全国連携プロジェクトへ管内市町との連携によ

り参加します。

安平町合併10周年記念事業 総務 総務

地域おこし協力隊事業
まち・
企画
財政

まち・
企画

意欲のある都市住民を地域おこし協
力隊として受け入れ、地域力の維持・
強化を図る。

グリーンツーリズム１名、（知名度
向上２名）

農村滞在型余暇活動機能整備
計画の策定による各種規制緩和
の実現

観光協会法人化事業（再掲）
（加速化交付金事業）

まち
推進

まち
推進

観光協会の組織体制の強化を図るた
め、観光協会の法人化を進める。

・運営補助、法人設立分補助

安平町合併10周年を記念し、記念式
典や記念イベント等を実施するもの。

記念式典の実施、記念イベントの
実施に加え、記念誌の発行、町
内団体が10周年を記念し実施す
る催し物に対しての支援

　［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　【まちづくり推進課】

・グリーンツーリズムを推進していくための計画策定が急務であるとともに、法人化した観光協会
や地域おこし協力隊の役割も重要であるため連携し受入体制の拡充に向け取り組んでいく必要
がある。
・また、生産農家との連携も必要であり計画策定後協力者確保に向けた取り組みを進めていく。

【まちづくり推進課】
・グリーンツーリズム計
画については、平成２９
年度に策定協議中

― 未作成 未作成
旧早来町
域の規制
緩和実現

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点

【まちづくり推進課】
・合併を機に統一したまつりとしてスタートしたが、地域との関わりの中で主たる目的が薄れてき
ている状況であり再構築していく必要がある。
・まつりの知名度も上がりつつあり、受入体制についても今後協議していかなければならない。
・合併１０年を機として、町内４地区の融和と更なる一体感の醸成、安平町出身者との交流なども
課題として挙げられる。

【教育委員会】
地域間交流スポーツ大会については、平成28年度より親子部門を新設し、参加者数が増加してい
る。
　パークゴルフ以外の種目開催等も模索しているものの、今以上の方の参加を見込めるものが無
い状況であるが、今後も引続き町民全体を巻き込み、参加者が固定化しないように工夫すること
が求められている。

【まちづくり推進課】
・交流事業の新たな取組
みとして、(仮称）東京あ
びら会準備会の発足を
進める。

【教育委員会】
　町民全体を巻き込み、
参加者が固定化しない
ための方策等を検討し
ていきたい。

北海道新幹線×nittan地域戦
略会議

企画
財政

企画

平成28年度の北海道新幹線開業に
よる道外観光客増加等の効果を、胆
振日高地域に最大限に享受し、地域
の経済活性化を図る。

負担金

あびら夏！うまかまつり実行委
員会交付金

まち
推進

まち
推進

あびら夏！うまかまつり実行委員会交
付金

チームあびら地域間交流ス
ポーツ大会実行委員会交付金

教委
社会
教育

チームあびら地域間交流スポーツ大
会実行委員会交付金

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点

【企画財政課】
東胆振定住自立圏の共生ビジョンについては、ＰＤＣＡサイクルの構築に向け、ＫＰＩの設定につい
て構成市町間で協議を行ってきた。

【まちづくり推進課】
・東京２３区連携事業として、世田谷区との交流事業を進めているが、継続的な交流事業として今
後継続していけるかが課題として挙げられる。特に財源確保。

【企画財政課】
平成２９年度には、共生
ビジョンの見直しが行え
るよう、引き続き協議及
び見直し手続きを進めて
いく。

【まちづくり推進課】
・平成２９年度は、東京
世田谷区において「いぶ
り祭り」を開催

胆振管内市町による東京23区
との連携事業

まち
推進

まち
推進

胆振町村会と世田谷区との連携プロジェ
クト事業を実施しながら、観光だけではな
く各分野での地域間連携・交流を推進す
るもの。

世田谷区における特産品販売事
業、自治体健康フォーラム



[H28年度　情報提供]1　　

Ａ（アクション）　改善

特別住民制度登録者数 ９人 50人 ２人
累計
50人

ふるさと納税額・返礼品経費の増 別紙 別紙 別紙 別紙

フェイスブック「いいね」の数 821 896 1,120 3,000

地域ブランドランキング 対象外 対象外 対象外
100位
以内

エリア放送網世帯カバー率の増
（再掲）

9.8% 49.5% 93.0%
95%
以上

リニューアル後ＨＰ訪問者（回） 1,120,964回
6,183
百回

14,927
百回

200%増

あびらチャンネル動画コンテンツ作成
専門スタッフとして地域おこし協力隊
の活用数

― ０人 ２人 ２人

主体となる広報媒体の変更による
広報紙面の団体的縮小

―
削減数
0ページ

削減数
0ページ

ページ数
削減

項目

Ｄ（実行）　施策の実施

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

担
当
課

H31年
度

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

次年度以降に向け
た

改善点
基準値

H27年
度

H28年
度

H29年
度

H30年
度

⑥　情報発信

関連基本目標

 ➊子どもを産み育てる環境整備のために

 ➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために

　方向性：的確な情報提供による町のイメージアップ

 ➋将来の不安を取り除き、いつまでも安全・安心に住み続けられるまちづくりのために

 ➌子どもを生み育てる環境整備のために

掲載した主な事業例 全体概要
事業内容

（H28年度分）

グ
ル
｜
プ

具体内容　[情報発信] 関係事業名

まち
推進

首都圏での観光・物販の取り組みな
ど独自の特産品PR事業を展開する。

首都圏での特産品ＰＲと物販事業

特産品宣伝推進事業
まち
推進

まち
推進

町内外のイベントやステージにおい
て観光大使による特産品PRと、町外
にいながら安平町を支援する特別住
民を募集し安平町をPRしていく。

・ｲﾍﾞﾝﾄ等でのPR用特産品ｾｯﾄ
・特別住民用名刺

（３）職員の意識改革と広報技術力の向上

・情報通信技術の進展によって受信媒体が多様化する

なか、未だに広報紙、パンフレット、チラシなど紙媒体を主

体とし、町外者への情報発信が十分に行われていないこ

とから、音声、映像、動画の活用が可能である「あびら

チャンネル」やリニューアル後の町ホームページによる情報

提供が主体となるよう職員の意識改革を図ります。

・職員自ら積極的に町内外に様々な情報を提供するこ

とが、政策・施策・事業の効果を最大限発揮する上で

最も重要であるという意識を醸成するため、その指針とな

る広報戦略を策定するとともに、職員一人ひとりの情報

提供における技術力向上に取り組みます。

・本総合戦略に基づき行われる施策に関する部局間の

情報共有を図り、関連する事業をセット化した情報発信

に取り組みます。

○広報戦略の策定

○広報紙の廃止検討（広報媒体
の転換）

○あびらチャンネル、ホーム
ページを主体とする情報提供

○地域おこし協力隊制度を活用
したあびらチャンネル放送コンテ
ンツ制作スタッフの配置

○あびらチャンネル動
画コンテンツ作成専門
スタッフとして地域おこ
し協力隊の活用数　２人
（H31年度）

○主体となる広報媒体
の変更による広報紙面
の段階的縮小　ページ
数削減

○シティプロモーション戦略の策
定

○雪だるま大使、特別住民制度
によるＰＲ

○首都圏観光・物産ＰＲ

○ふるさと納税やネットショッピン
グなど特産品宣伝推進事業

○プロモーション映像の制作及
び放映

○ホームページ、ＳＮＳの活用
（当町出身者との情報交流・宣
伝ＰＲの拡散事業など）

○ふるさと納税者との情報交流
（ファン・コミュニティ(集団)の形
成など）

○エリア放送網整備による情報
伝達告知ﾈｯﾄﾜｰｸの構築（あびら
チャンネル）（再掲）

○電気通信事業者への要望や
あびらネット等を活用した地域ブ
ロードバンド環境の充実

○「道の駅」の完成に併せたＷi-
Ｆiステーション整備

○ホームページのリニューアル
事業

○特別住民制度登録者
数　累計　50人

○ふるさと納税額・返礼
品経費の増<参考：
H27.4月～10月　寄附
額　66,310千円>
ふるさと納税額
100,000千円　返礼品経
費概算額   30,000千円
（H31年度）

○フェイスブック「いい
ね」の数　3,000（H31年
度）

○地域ブランドランキン
グ　100位以内

○エリア放送網世帯カ
バー率の増（再掲）
95％以上（H31年度）

○リニューアル後ＨＰ訪
問者（回）　200％増
（H31年度）

（１）戦略的シティプロモーションの推進

・町が行う全てのイベント活動、ＰＲ活動、情報発信活

動において、情報収集と発信の仕組みを見直し、対象と

目的を明確化した戦略的なシティプロモーションに取り組

みます。

・町の戦略的なシティプロモーションは、次の好循環サイク

ルによる最終目標の実現にあることを共通認識し、その

第一歩となる知名度の向上に向けて、あらゆる魅力

（風景・特産品・行政サービス）を集約し、発信してい

きます。

（２）情報通信技術を活用した情報提供システムの整
備

・一般家庭に広く普及するテレビを活用し、行政情報や

緊急時情報を的確に全世帯へ伝えるエリア放送を活用

した「あびらチャンネル」の全町整備を進めます。

・スマートフォンやタブレットなど多様化する受信媒体への

対応や、「あびらチャンネル」との連動性の観点から、町

ホームページのリニューアルに取り組みます。

・企業誘致、観光や防災面における来訪者や住民のた

めの情報発信機能の強化に向けて、Ｗi-Ｆiステーション

（無線アクセス装置及び情報配信に資する機材を搭載

した設備）及び無線アクセス装置、高速モバイル、ブ

ロードバンド等の地域の通信環境の整備を推進します。

首都圏観光・物産PR事業
まち
推進

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点

【総務課】
・フェイスブックによる情報発信については、様々な情報を発信できるよう情報担当者だけではな
く、地域おこし協力隊や他部署の職員も投稿できる体制を構築し、徐々にではあるが「いいね」の
数を増やしている。

【まちづくり推進課・総務課】
・ふるさと納税の寄付額は増えているが、他町村も実施していくことで納税額の減少も考えられ新
たな仕掛け、次のステップとして回遊交流の観点から納税者を安平町に訪れさせるしかけなどの
検討が必要。

【総務課】
・フェイスブック以外の
SNS（LINEなど）も活用
し、様々な媒体を使っ
て情報を発信していく。

 防災行政告知ネットワー クシ
ステム設備整備工事（再掲）

総務 情報
エリア放送を活用した防災行政告知
ネットワークシステムの各基地局等設
備の整備と受信対策。

防災行政告知ネットワー クシステ
ム設備整備事業（早来・安平地区
等）

上記のほか、厚真町との連携
事業によるＣＭ動画制作、ふ
るさと納税返礼品によるＰＲ
を実施

移住促進事業（ＰＲ関連事業）
（再掲）
（加速化交付金対象事業）

まち
推進

まち
巣新

移住体験ツアー、パンフ作成、移住
定住促進ＰＲ経費

移住フェアー参加、移住体験ツ
アー、ﾊﾟﾝﾌ印刷、広告宣伝ほか

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　【総務課】

・防災行政告知ネットワーク整備についてはH28で主要エリアの工事が終了し、今後はエリア内で
受信できない世帯の対策及びエリア外の世帯の受信対策を行っていく。

・エリア内の受信対策については、エリア放送受信対策要綱に基づき実施。

・エリア外の受信対策については、ほとんどが郡部に点在している世帯のため同様の手法で整備
を行うとコストが非常に高額となる。（情報Ｇ）

・ホームページについては平成28年度にリニューアルが完了。

地域おこし協力隊事業（再掲）

総
務・
企画
財政

情
報・
企画

意欲のある都市住民を地域おこし協
力隊として受け入れ、地域力の維持・
強化を図る。

知名度向上２名、（グリーンツーリ
ズム１名）

安平町公式ホームページリ
ニューアル事業（加速化交付
金対象事業）

総務

まち
推進

情報

まち
推進

2006年作成の現ホームページをリ
ニューアルし、町知名度向上を意識
した広報力強化を図るもの。併せて、
厚真町との連携事業として、両町の
移住定住専用サイトを構築する。

ホームページリニューアル経費
　・町ＨＰ改修
　・厚真町連携での移住定住専用
サイトの構築

【総務課】
・エリア外受信対策に
ついては、整備に係る
費用と利用者の利便
性を考慮し、別な手法
での整備も視野に入れ
て検討していく。

・ホームページについ
ては、関係課と連携し
子育て世代をメイン
ターゲットとした情報発
信をより進めていく。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点　　【総務課】

・地域おこし協力隊を２名配属し、地域の魅力が再発見できる番組の制作や、協力隊が中心となっ
たイベントを実施しその模様を番組化するなど、映像コンテンツの充実を図っている。

・広報紙面の段階的縮小については、重複した情報（町のカレンダーとごみカレンダーなど）を統一
したり、各種チラシを減量化するなどしている。

【総務課】
・広報紙面について
は、あびらチャンネル
と重複するような記事
については減量化して
いき、ページ数を徐々
に削減していく。

安平町公式ホームページリ
ニューアル事業（再掲）
（加速化交付金対象事業）

総務

まち
推進

情報

まち
推進

2006年作成の現ホームページをリ
ニューアルし、町知名度向上を意識
した広報力強化を図るもの。併せて、
厚真町との連携事業として、両町の
移住定住専用サイトを構築する。

ホームページリニューアル経費
　・町ＨＰ改修
　・厚真町連携での移住定住専用
サイトの構築

 防災行政告知ネットワー クシ
ステム設備整備工事（再掲）

総務 情報
エリア放送を活用した防災行政告知
ネットワークシステムの各基地局等設
備の整備と受信対策。

・整備工事（追分農村・安平地区・
早来地区）
・エリア内の受信対策



平成２９年度　第２回安平町未来創生委員会　資料

安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略

平成２８年度　地方創生加速化交付金事業の評価・検証シート

安　平　町　

資料２



①事業の名称

②事業の名称

施策分野 雇用

施策分野 子育て

④事業概要・目的

⑧未来創生委員会（外部有識者）の意見

円

円

円

円

基準値
（総合戦略より）

平成29年3月（目標値）

■子育てと就農を両立できる環境にあることを、子育て世代の就農希望者など伝えるべき相
手に的確に伝えることが課題であり、官民一体の受入れ組織による継続かつ長期的なスパン
での発信とＰＲが重要と認識している。
■質の高さと充実した子育て支援サービスを継続して展開していくことが重要である。

11,925,780

追分地区における延長保育、休日
保育、一時預かり利用者数
※（平成29年4月開設）

―

⑤事業費

体験・研修生１組

新規就農１組
（Ｈ26年度）

評価項目

30人
（Ｈ27.5）
※追分地区

追分地区児童福祉施設における
サービス充実（追分農村地区の放
課後児童クラブの利用登録者数）

⑥本事業における重要業績評価指標（KPI）と実績値　

登録者数45人のうち
農村地区17人

利用申込　18人／月

8,012,353
内訳

就農促進事業

計　　画　　額 24,338,000

実　　績　　額 19,938,133

追分地区認定子ども園整備事業

⑨自己評価・課題・外部有識者意見を踏まえた事業改善ポイント

【雇用】多様な作物が生産される町の主要産業である農業の後継者等育成を図るため、新規就農相談から移
住、就農研修、就農に至るまでを、地域や民間団体との連携により総合的に支援します。
【子育て】追分地区児童福祉複合施設の整備による施設の充実に伴い、未実施であった3歳児教育、延長保育、
一時預かり保育など、子育て世代からのニーズの高いサービスを開始し、早来地区との保育サービスの均衡化を
図ります。

主管課・グループ

（3）新規就農者対策

平成29年3月（実績値） ＜庁舎内協議段階での改善ポイント＞
■子育て世代の実習生、研修生、新規就農の増に向け、モデルケースとなる新規就農者か
らのサポートやアドバイスを活かした移住後の不安を取り除く丁寧な対応など、官民一体の受
入れ組織による継続かつ長期的スパンでの積極的な発信とＰＲを実施していく。
■質の高さと充実した子育て支援サービスを展開していくため、認定こども園と一体的に放課
後児童クラブの民間運営を行っていく。

農業者の高齢化と後継者不足の解消に不可欠な新規就農者の確保について、その対象であ
る子育て世代の就農希望者のニーズに沿った子育て支援と連動した支援策を展開する。

①追分地区児童福祉複合施設の開設に併せ、女性農業者の働き方改革の視点から追分農村地区通園ﾊﾞｽの
運行など子育て支援の充実を図り、女性農業者の育児と仕事を両立させる環境を整備する。
②従来の新規就農対策を深化させ、新たな官民一体組織体制を構築し、新規就農者確保対策の充実を図り、子
育てアグリウーマンの獲得に向けた相談窓口のワンストップ化と受入体制を整備する。

体験実習生0組、就農研修生1組
新規就農2組

登録者数30人のうち
農村地区11人

（Ｈ29.4登録者数40人のうち農村地区11人）

利用申込　0人／月
（Ｈ29.4利用申込延べ95人／月）

体験実習・就農研修生受入（子育
て世代夫婦）、認定新規就農数（子
育て世代夫婦）

体験実習生2組、就農研修生2組
新規就農2組

平成２８年度　地方創生加速化交付金事業の評価・検証について

子育てアグリーマンの働き方改革による新規就農希望世帯に選ばれる農村づくり事業＝子育て支援から
始める地域ブランド農産品の継承＝

⑦自己評価と課題

事業を継続する場合における課題を記載

③総合戦略での位置付け・５か年重要業績評価指標（KPI）

主管課・グループ

■子育て世代夫婦という点では目標値には届かなかったが、官民一体の受入れ体制を構築し、将来的
に子育て世代になるであろう単身若年層の実習生・研修生・新規就農の受入れもあった。新規就農を希
望する子育て世代のニーズに対応した子育て環境の整備が促進されたことにより、子育てと就農を両立
させるための不安材料を減らすことができた。
■追分農村地区における放課後児童クラブの利用登録者については、目標値には届いていないが利用
登録者の割合としては、目標値程度となっている。
また、延長保育、休日保育、一時預かり利用者数については、平成２９年４月からのサービス開始に伴
い、大幅な増となっている。平成２９年４月からの追分地区児童福祉複合施設の開設により、一層の充
実したサービスにより農村地区対象者の更なる利用増に期待ができる。（1）子育て支援施設の整備促進と充実

（2）子育て支援サービスの充実

教育委員会　子育て支援グループ

農林課　農政・畜産グループ

自己評価

課題

当初ＫＰＩと実績値を踏まえた事業の評価を記載
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①事業の名称

②事業の名称

施策分野

施策分野

④事業概要・目的

⑧未来創生委員会（外部有識者）の意見

円

円

円
円
円
円
円

基準値
（総合戦略より）

⑤事業費

（1）回遊・交流ステーション形成事業の推進
（3）グリーンツーリズムの推進

主管課・グループ

（2）地域資源を活用した地域ブランド化支援と新たな産業創
出・起業支援

モニターツアーによるルート設定

2本

計　　画　　額 16,448,000

実　　績　　額 15,965,466

平成２８年度　地方創生加速化交付金事業の評価・検証について

あびらの魅力資源を活用した民間主体による回遊交流と観光地域づくりに向けて

⑦自己評価と課題

自己評価 当初ＫＰＩと実績値を踏まえた事業の評価を記載

事業を継続する場合における課題を記載

■観光協会の法人化を実現したが、回遊や滞在を促すための人材やノウハウが乏しいのが現状。地域の関連事業者を巻
き込みながら、着地型旅行や体験観光などの収益事業を実施していくことができる体制を構築していくことが今後の展開の
ポイントと考えている。
■グリーンツーリズム事業を推進するにあたっては、魅力的な体験メニューや受入れ農家の確保がポイントとなることから、
登録バンクなどの受入れ農家数を増やすための取組みが求められる。
■モニターツアーの分析に基づく、旅行代理店への売り込みの必要性を感じている。特に、平成31年度オープンの「道の
駅」を見据えたルート提案や回遊ツアーの売り込みが重要であり課題である。

民間主体の観光組織による都市住民を呼び込む受入事業など、交流人口拡大施策を展開する。

①地域で稼ぐ力を育み、雇用の創出へつなげていくため、観光協会の法人化を支援し、地域関連事業者を巻き込んだ推進
体制を整備する。
②回遊ルート等の開発を目的としたモニターツアーの実施、特産品開発への支援など、安平町への回遊や滞在を促すため
の魅力あるコンテンツづくりを行う。

【雇用】地域資源を活かした新商品の開発や商品化、宣伝普及活動等を行う企業等への支援を通じ、地場産品の付加価
値の向上（ブランド化）に取組みます。
【回遊・交流】◆観光振興策として、旅行代理店との連携による町内モニターツアーを実施し、新千歳空港から15分で広
がる北海道らしい風景を楽しみたい観光客をターゲットとした町内・周辺観光ルートの選定や外国人観光客の受入れなど、
新たな取り組みを進めます。◆安平町観光協会の法人化に向けた取り組みを支援します。◆農業部門と観光部門の連携
による主要産業である農業のPRと地域経済の活性化を目的として、都市部の住民が自然豊かな田園地域が広がる当町へ
訪れ、日帰りの収穫体験やフットパス事業、農家民泊を通じた農村地域余暇体験などを通じ自然と親しむグリーンツーリズ
ム事業に取り組みます。

■ＫＰＩについては概ね達成できている。
■地域資源を活用した民間主体による回遊交流の体制整備として、観光協会を法人化したことは大きな一歩と考える。
■また、観光協会と地域おこし協力隊が連携しつつ、地元農家や地域関連事業者を巻き込みながら、収穫体験事業や自
然体験事業に取組みはじめるなど、小さい活動ではあるが今後に期待できる動きが生まれている。
■モニターツアーについては、前年度の改善点として、提案型プロポーザルにより実施した。認知度のある地域資源だけで
はなく、女性層などをターゲットに、森林浴をしながらのヨガ体験と地元食材を使ったランチをメインとしたモニターツアーを実
施するなど、新たな客層の掘り起こしにつながるツアー開発を行うことができた。

まちづくり推進課　まちづくり推進グループ

③総合戦略での位置付け・５か年重要業績評価指標（KPI）

回遊・交流

雇用

課題

＜庁舎内協議段階での改善ポイント＞
■グリーンツーリズム事業については、新たな体験メニューや受入れ農家を増やすため、地域おこ
し協力隊と連携しながら登録バンク制度の創設に向けて検討する。
■平成31年度オープンの「道の駅」を見据えて、旅行代理店への売り込み活動を重点的に行って
いく。

⑥本事業における重要業績評価指標（KPI）と実績値

6箇所

250人／年 282人／年

―

228人／年
（Ｈ26年度）

未来に残したい風景の選定

グリーンツーリズム事業受入人数の増

1団体 １団体

3箇所

モニターツアーによるルート設定

2本

内訳

回遊周遊促進事業 0

平成29年3月（目標値）

774,544

１団体
（Ｈ26年度）

―

評価項目

観光協会の法人化（民間主体による
推進体制の整備）

域内観光ルートの設定

⑨自己評価・課題・外部有識者意見を踏まえた事業改善ポイント平成29年3月（実績値）

観光協会補助事業（Ｈ27） 1,872,606
観光協会補助事業 11,811,716
交流人口拡大事業 1,506,600

地域ブランド化推進事業

２



①事業の名称

②事業の名称

施策分野

施策分野

施策分野

④事業概要・目的

⑧未来創生委員会（外部有識者）の意見

円

円

円

円

円
円

基準値
（総合戦略より）

平成２８年度　地方創生加速化交付金事業の評価・検証について

北海道厚真町・安平町移住・定住推進政策連携事業～地域特性を融合した多様な「はたらき方」と「田舎暮らし」のプ
ロデュース～

⑦自己評価と課題

自己評価 当初ＫＰＩと実績値を踏まえた事業の評価を記載

⑨自己評価・課題・外部有識者意見を踏まえた事業改善ポイント

課題 事業を継続する場合における課題を記載

■商流分析（立地企業の取引状況調査）を活かした企業へのアプローチ方法が課題であること。また、ダイレクトメールの反応も鈍
いことから、６次産業関連や場所を選ばないＩＴ事業者などターゲットを絞った売り込みや、企業誘致から起業誘致へと事業展開を
シフトしていく必要があると認識する。
■民間事業者と連携した住宅バンク（不動産情報の提供体制）を整備したが、子育て世代にニーズのある空き家（中古物件）の登
録数が少ない現状にある。一方で、統合型ＧＩＳの整備にあわせて、空き家の実態調査とデータベース化を行っているが、実態調査
した空き家（活用できる空き家）情報を、住宅バンクへ登録誘導するための仕組みまでには至っておらず、住宅データバンク制度と
空き家データベース化が連動していない。住宅バンク制度と空き家データベースを連動させることで、登録物件数を増やすことが
大きな課題と認識している。
■ホームページ訪問者の増による認知度向上に向け、最新情報を配信するための庁舎内におけるホームページの更新ルール
や、訪問者の情報分析の共有が必要となる。

【雇用】災害時リスク分散を検討するＩＴ系事業者など、道内外の企業に対して当町の地理的優位性や安価な分譲地などをＰＲし、
企業誘致の促進を図ります。
【くらし】町内公営住宅や民間アパートの入居者の住み替えニーズと、今後懸念される空き家の増加に対応するため、住宅リフォー
ム助成制度の拡充や不動産情報提供事業の拡大と体制整備などにより、町内の中古住宅の住み替え施策を促進します。
【情報発信】スマートフォンやタブレットなど多様化する受信媒体への対応や、「あびらチャンネル」との連動性の観点から、町ホー
ムページのリニューアルに取り組みます。

人口構成比率の改善に向けたチャレンジとして、20～39歳の年齢層を主なターゲットとした「しごと」と「住まい」の両面
に対応した施策を安平町と厚真町が連携して実施する。

①両町の移住・定住対策部署間で連絡調整会議を設置し、将来的な連携基盤を構築する。
②両町の「はたらき方」対策を融合させた新しい雇用創出を目的に、商流分析や移住者と企業のマッチングのための雇用意向調
査等を実施する。
③両町の「田舎くらし」対策を融合させた『住まいデータバンク』の整備など、都市住民の「田舎くらし」を促進させることをテーマに事
業展開する。
④両町の特色を融合させ、札幌や首都圏など人口が集中するエリアごと、各種メディアを活用した戦略的シティプロモーションを展
開する。

⑤事業費

＜庁舎内協議段階での改善ポイント＞
■企業からの相談件数は増えてきていることから、工業団地の販売促進に向け、より重点的に特別販売
キャンペーンを行っていく。
■住宅バンクの登録物件数（中古住宅）を増やすため、データベース化した空き家情報を登録誘導するた
めの仕組みについて検討していく。
■情報発信検討会を立上げて、情報分析を活用したホームページ訪問者の増による認知度向上を進める
とともに、移住定住のターゲットとする子育て世代への情報リーチとして、子育て世代向けSNSの活用を進め
ていく。

くらし （1）移住・定住施策の推進

情報発信 （1）戦略的プロモーションの推進

■メディアを活用したＰＲにより、企業からの相談件数は増えているものの、工業団地以外の土地の相談が多く、工業団地の販売ま
では結びついていない。ただし、旧公共施設を企業が活用し、操業へ至るケースが生まれてきた。
■民間事業者と連携した住宅バンク（不動産情報の提供体制）を整備したことは、今後増加が見込まれる空き家（中古住宅）の流
動化につながるものであり、住み替えや移住定住を進める上で重要となる「住まい」の提供サイクルを構築することができた。
■町の認知度を向上し、移住定住につなげていくためのファーストステップとして、札幌圏や本州都市圏を対象に、移住フェアや各
メディア媒体などを活用しながら、シティプローションを展開してきたが、目標値としていた移住相談件数にはあと一歩届かなかっ
た。町ホームページのリニューアルにより、必要情報への誘導が可能となったことから、今後は町ＨＰへの訪問数の増による認知度
向上にも期待ができる。
■体験ツアーの利用実績については、体験ツアー（半日版）を実施し、5組12名の参加となった。

まちづくり推進課　まちづくり推進グループ

主管課・グループ 総務課　情報グループ

③総合戦略での位置付け・５か年重要業績評価指標（KPI）

雇用 （1）企業誘致の促進と町内企業への継続的支援

主管課・グループ

9社

1件

⑥本事業における重要業績評価指標（KPI）と実績値

1件

10名

平成29年3月（目標値）

189件

企業相談件数

民間企業を巻き込んだ
住宅バンク体制構築

体験ツアー

移住相談件数

―

3社
（Ｈ26年度）

―

―

200件

12名

評価項目 平成29年3月（実績値）

3社

計　　画　　額 28,195,000

実　　績　　額 26,719,014

安平町公式ＨＰリニューアル事業 8,920,800

内訳
移住促進ＰＲ事業 2,888,169

主管課・グループ 住民生活課　住民生活グループ

企業誘致ＰＲ事業 9,747,645

統合型ＧＩＳ整備事業 5,162,400

３
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平成28～30年度　地方創生推進交付金事業の評価・検証シート
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平成２８年度（１年目）
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①事業の名称

②事業の名称

施策分野

施策分野

施策分野

④事業概要・目的

⑧未来創生委員会（外部有識者）の意見

⑤事業費 円

円
円

円

事業開始前
(基準値）

Ｈ２８年度
(1年目)

Ｈ２９年度
(2年目)

Ｈ３０年度
(3年目)

KPI増加分の累
計

415,000 418,000 421,000 424,000 9,000 3,000×３ヵ年

平成27年度 429,403 11,403

1,120,964 1,456,964 1,792,964 672,000 336,000×２ヵ年

平成26年度 （H28：1,492,700）

6,500 6,800 7,100 7,400 900 300×３ヵ年

平成26年度 7,397 597

平成２８年度　地方創生推進交付金事業の評価・検証について　（１年目）

地域資源・地域住民力の活用と集結による道の駅を拠点とした「あびら賑わい創出プロジェクト」

⑦自己評価と課題

事業を継続する場合における課題を記載

③総合戦略での位置付け・５か年重要業績評価指標（KPI）

主管課・グループ

企画財政課　企画グループ

企画財政課　道の駅グループ

回遊・交流

1

主管課・グループ

（1）回遊・交流ステーション形成事業の推進

くらし （6）地域公共交通体系の再編

自己評価 当初ＫＰＩと実績値を踏まえた事業の評価を記載

情報発信

計　画　額 5,165,000

5,009,160実　績　額

210,000

（1）知名度向上に資する情報コンテンツ開発
（2）生産者や事業者の連携促進
（3）公共交通の整備による「町内交流と賑わい創出」

（1）当町には、国内で最後にSLが走った記録や、全国屈指の機関車庫が置かれた風景など、地域固有の歴史的価値や魅力を収めた
貴重な映像が数多く残されているため、これら町の情報を魅力的に編集し、拡散性の高いＨＰ等の情報媒体で発信していく。知名度向
上につなげるため、町民や関連団体との連携のもと、地域の魅力あふれる映像コンテンツを制作する。
（2）町の強みである「食」の魅力を磨き、横断的なＰＲや販路拡大を行うための体制を整備する。具体的には、地場で収穫される上質
な農畜産品の生産から出荷、販売までを視野に入れた「農産物生産者直売会」を発足し、ＰＲ販売にむけての組織体を作る。また、一
般社団法人あびら観光協会等との連携の下、地場産品を活用した新たな特産品やテイクアウト品の開発などを担う体制作りを行う。
（3）児童複合施設の建設や庁舎再編、道の駅建設など、生活環境に変化が生じる追分地区に町民導線を確保するために、また、町
内全域を有機的に結ぶために、地域住民向けの地域公共交通の体制を整備し、町内交流と賑わいを促進する。

課題

■「回遊・交流ステーション形成事業」において、地域ごと、季節ごとの見どころやイベントの体系化を試み、
町内全体を回遊させる仕組みをソフト面から検討しているが、具体策の発案までには至っていない。
■２年目（平成29年度）以降のＫＰＩとして、町内ホームページ閲覧数を設定しているが、閲覧数増加に繋が
る情報の提供が必要。また、道の駅オープン前に求められる情報の配信をしていく必要がある。
■地域公共交通利用者数はＫＰＩを達成しているが、住民が生活する中で実際に使える公共交通網として、
かつ商店街や教育活動などの地域の活性化に繫がる公共交通網となるよう、実効性の高い事業化が必要
である。

（2）情報通信技術を活用した情報提供システムの整備

■ＫＰＩについては概ね達成している。
■ＫＰＩの「町内施設入り込み客数」は現状達成しているが、天候不良や単発のイベント開催に影響されやす
い状況である。
■民間や団体が一体となり、町全体での集客や回遊・交流を促すソフト事業の開発、及び道の駅の運営体
制等を協議する場として「回遊・交流戦略検討会」を開き、協議体制がスタートしており、「食」の開発につい
て具体的な協議が進んでいる。また、道の駅オープン後に地場農産物を出荷・販売する組織体となる「農
産物直売所生産者協議会」が発足した。
■庁舎再編、児童複合施設の整備、道の駅整備等を踏まえた地域公共交通の最適化を図るため、平成
29年５月に安平町地域公共交通網形成計画を策定した。策定以降、具体的な事業化に向けて交通体系
再編と利用促進の２つの庁内ワーキングチームを立ち上げて検討を進めている。

町ホームページ閲覧数の増(回)

地域公共交通利用者数の増(人)

⑨自己評価・課題・外部有識者意見を踏まえた事業改善ポイント⑥本事業における重要業績評価指標（KPI）と実績値　　　　　　＊上段：目標値　下段：実績値

＜庁舎内協議段階での改善ポイント＞
■地域団体を含む民間が主体となり、回遊・交流戦略検討会の検討内容を引き継ぎ、自主的な運営体系
となるようサポートも含め体制整備をしていけるかが課題である。また、道の駅オープンに向けて町民の機運
醸成となるよう情報コンテンツ及び「食」分野の魅力向上を図っていく。
■回遊・交流の拠点施設となる道の駅の魅力向上のため、新団体の発足や関係団体との商品開発という
動きは進んでいるが、町内全体に回遊性を波及させるため、拠点施設から他エリアへの誘客に効果的な具
体策を考案していく。
■安平町地域公共交通網形成計画の策定が完了し大きな方向性を示すことができたが、「施策推進」の
段階に移行したことによる細部の協議や見極めが求められる難しい局面に入ったことで、作業の停滞を招か
ぬよう定期的に会議等を設けて着実に進捗管理していく必要がある。

4,799,160

回遊・交流戦略検討会

地域公共交通網形成計画策定
内訳

町内施設入り込み客数の増加
(人)


